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はじめに
1978年にジスカール・デスタン仏大統領に提出
されたNora･Mincレポートによって、テレ・コン
ピューティング大衆化社会の到来が予見された。
その原動力となったのは、情報処理・通信機器
のダウンサイジングと低価格化だった。2012年現
在、先進国のみならず最貧途上国においても携帯
電話サービスの普及がめざましい。国家の威信を
かけて開発され、1980年代まで市場を支配し続け
てきた大型コンピュータメーカーのいくつかがす
でに欧州市場から姿を消した。単一市場統合と東
方拡大を経験しつつあった1990年代の欧州市場に
おいて何が生じていたのかを本報告であらためて
確認しておきたい。
第一部　IT&C技術市場の1995年当時の動向
第一章　地球規模から見たIT&C市場の位置づけ
1.1. 市場規模
国連欧州経済委員会が1995年に発行した
“World Engineering Industries and Automation: 
Performance and Prospects 1993-1995”報告書に
引用されたTech Europe, April 1994（European 
Information Technoloy 94/EITO）の推計に基づ
いて、情報処理技術および電子通信技術に関連す
る市場（IT&C市場注１）の規模を概観すれば、表1-1
に示すとおり、1993年の全世界の市場規模は100
兆8000億円（7754億ECU）だったことがわかる。
このうち、西ヨーロッパの市場規模は34兆300
億円（2618億ECU）で、旧東欧諸国の市場（1兆
7600億円）を加えても約36兆円と、米国の37兆
3200億円（2871億ECU）にはとどいていなかった。
しかし、ヨーロッパ市場の規模を日本のそれ（16
兆3800億円（1260億ECU））と比較すれば、2倍以
（注１） IT= Information Technology, C= Communication Technology
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上の大きさだった。
コンピュータ関連のIT技術市場（以下、単にIT
市場という。）とテレコミ・サービス関連のC技
術市場（以下、単にテレコミ市場という。）を世界
規模で比較すると、表1-2および表1-3に示すとお
り、テレコミ市場が1993年の時点で55兆2100億円
（4044億ECU）とIT関連市場の45兆5600億円（3500
億ECU）を10兆円ほど上回っていた。地域別に見
れば、ポーランド、ハンガリー、チェコなど東欧
諸国および香港、韓国、シンガポール、台湾のア
ジアNIES-4か国でのテレコミ市場がIT市場に比
べて相対的に大きくなっていることが指摘でき
る。すなわち、これら東欧およびNIES-4か国を
あわせたIT市場の規模は約1兆円（世界市場の2%）
とまだ小さいものの、テレコミ市場は約4兆6000
億円と世界市場の7%を占めるようになっており、
1990年代前半にすでに重要な市場に成長していた
ことがわかる。
西ヨーロッパのIT&C技術市場が全体で約34兆
円と巨大市場であるにもかかわらず、GDPベー
スでは旧計画経済地域としてかなり大きな経済規
模を達成していた東欧市場の規模は、わずかに
1兆7500億円（135億ECU）と、西ヨーロッパの20
分の1にすぎず、日本と比較しても10分の1程度、
東アジアNIES-4か国と比較しても2分の1強にし
かすぎない。これは、計画経済体制の国々では、
IT&C市場が他の生産・消費財市場に比べ著しく
未発達だったことを端的に示している。
この東西ヨーロッパ市場の落差の大きさが1990
年代以降のヨーロッパ企業の市場戦略を不透明で
予測困難なものとしていた。いずれにしても東欧
諸国においてはその市場経済化プログラムの進展
と軌を一にして情報・通信への需要が顕在化し、
米、西欧企業による直接投資が旧東欧国営企業の
買収競争を招いたことが記憶に新しい。
1.2. 地理的偏在性と言語文化
表1-1から表1-3までに示すとおり、世界の情報
処理・通信市場の大部分（約70%）はヨーロッパ言
語系の欧米地域に存在している。これは、別の視
点から言えば、非ヨーロッパ言語地域では日本市
場を除いて、IT&C市場が1990年代前半において
はほとんど未発達のままだったということを表し
ている。
こうした地域には東アジアを中心とするNIES
地域、経済開放政策を進めている中国、インドな
どの巨大人口国も含まれており、さらにイラン、
サウジ、エジプトなどのアラビア言語諸国も含ま
れている。産油国を含むこれら非ヨーロッパ言語
地域の経済活動は市場経済化の進展とともに1990
年代に急速に活発となっており、情報インフラと
してのIT&C技術の普及と社会の情報化が21世紀
の主要課題となってくることが期待されていた。
先進工業国間で見てもIT&C資源は偏在してい
た。ビジネス・ウィーク誌の94年2月14日号によれ
ば、米国においては従業員100人に60台の割合でパ
ソコンが設置されているのに対して、ドイツでは
30台、日本では20台と報告されていた。
現在のIT&C市場の偏在性は、19世紀における
産業活動の地球規模での地理的偏在性、すなわち
資本と労働の偏在性に通じるものと考えられる。
しかし、同時に、情報処理および通信に係わる技
術分野が人間の言語活動と密接に結び付いている
ことを考えれば、西欧系言語、特に単独国として
最大の市場規模を有する米国において使用されて
いる「英語」の役割に今まで以上に注目する必要が
あろう。また、日本語もIT&C市場規模から見れ
ば1995年当時に世界市場の16%規模で使用されて
おり、IT&C市場拡大にはたすべき影響力が大き
かったと見られる。
いずれにしても、世界の教育水準がかなり平準
化され、電力普及率で見ても地域間の格差が小さ
くなってきていた20世紀末において、英語文化圏
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の市場規模が、なお、他の地域に比べ著しく大き
かったことを直視しておくことが重要である。例
えば、米国生まれのパッケージソフトの世界市
場占有率は1992年の時点ですでに75%に達してい
るとの報告もなされていた（“World Engineering 
Industries and Automation: Performance and 
Prospects 1993-1995”, p.331）。このことは、ちょう
ど猛禽類、霊長類等の生物種が、食物連鎖におい
て他の生物種全体の頂点をなしていると同様のエ
コロジカルな構造が、情報処理通信市場に存在す
ると考えられることを示唆していよう。
欧米市場を言語的な巨大ニッチと見れば、日本
語市場とその他の非ヨーロッパ言語文化圏が、イ
ンド経済がそうであったように、欧米ニッチに
組み込まれることになるのか、日本語ニッチの
ように、独立の第二、第三のニッチを形成しなが
ら情報化社会のマルチラテラルな構成要素となっ
ていくのか、1995年当時においては必ずしも明ら
かでなかった。しかし、その後のアラブ言語諸
国、中国などの情報化の進展をこうした言語文化
との関係で明らかにした研究はフランスの言語産
業展望研究所（Observatoire des industries de la 
langue）（1988年仏首相府機関として設立された）
以外ではあまりなされてこなかった。
表1-1　IT&C製品（サービスを含む）の地域別に
みた市場規模（1993年、兆円）
地域 市場規模 構成比（%）
西ヨーロッパ（※） 34兆300億円（2618億ECU） 34
東ヨーロッパ 1兆7600億円（135億ECU） 2
米国 37兆3200億円（2871億ECU） 37
日本 16兆3800億円（1260億ECU） 16
NIES-4か国 3兆2500億円（250億ECU） 3
その他地域 8兆600億円（620億ECU） 8
合計 100兆8000億円（7754億ECU） 100
（出典：World Engineering Industries and Automation 1993-1995 
United Nations, p.328およびEuropean Information Technoloy 
Observatory 94, p.23から作成）
（※）EU12か国およびEFTA5か国、計17か国
表1-2　コンピュータ（IT）の地域別にみた 
市場規模
（1993年、ECUは1992年実質価格表示）
地域 市場規模（※1） 構成比（%）
西ヨーロッパ（※2） 15兆8000億円（1210億ECU） 34
東ヨーロッパ  3900億円 （30億ECU） 1
米国 17兆8000億円（1370億ECU） 39
日本  7兆2800億円 （560億ECU） 16
NIES-4か国  6500億円 （50億ECU） 2
その他地域 3兆6400億円 （280億ECU） 8
合計 45兆5600億円（3500億ECU） 100
（出典：European Information Technoloy Observatory 94, p.23から作成）
（※1）円/ECU換算レートは13.15を用いた。
（※2）EU12か国およびEFTA5か国、計17か国。
表1-3　テレコミ・サービス（C）の地域別にみた
市場規模
（表1-2に同じ。1993年、ECUは1992年実質価格表示）
地域 市場規模（※1） 構成比（%）
西ヨーロッパ（※2） 18兆2300億円（1408億ECU） 33
東ヨーロッパ 1兆3600億円  （105億ECU） 3
米国 19兆5000億円  （1501億ECU） 35
日本 9兆1000億円   （700億ECU） 16
NIES-4か国 2兆6000億円  （50億ECU） 5
その他地域  4兆4200億円 （280億ECU） 8
合計 55兆2100億円  （4044億ECU） 100
（※1）円/ECU換算レートは13.15を用いた。
（※2）EU12か国およびEFTA5か国、計17か国。
表1-4　世界のIT&C市場規模の推移（1984～1989年）
（単位：兆円（億ドル））
年 1984 1989 平均伸率（%）84,89年構成比（%）
ミニ､メイン･コンピュータ 14.3（604） 11.0（801） -5.1（5.8） 28.4 18.4
パソコン､WS 5.8（244） 9.0（650） 9.2（21.6） 11.5 15.1
コンピュータ小計 20.1（848）20.0（1451）-0.1（11.3） 40.0 33.5
周辺機器 13.1（551） 12.2（888） -1.4（10.0） 25.9 20.4
データ通信機器及び
ソフトウェア等サービス 17.1（721）27.5（1992）10.0（22.5） 34.0 46.1
IT市場合計 50.3（2120）59.7（4331） 3.5（15.4） 100 100
（出典： Annual Review of Engineering Industries and Automation
1990 vol.1, UN-ECE
1984年：1$=237.1Yens、1989年：1$=137.9Yens）
118
Journal  of  Policy  Studies   No.42  (November 2012)
1.3. ダウンサイジングとサービス化の進展
United Nations欧州経済委員会発行の“World 
Engineering Industries and Automation: 
Performance and Prospects 1992-1994”および同
報告書“1993-1995”によれば、メインフレームコ
ンピュータとミニコンピュータを併せた世界市
場は、1984年から1989年の5年間にIT&C（サービ
スを含む。）市場全体の28.4%から18.4%（1992年に
は15.9%）にそのウェイトを低下し、その同じ期間
に、パソコンとワークステーションを併せた世界
市場はそのウェイトを11.5%から15.1%（1992年に
は18.8%）へと増大した（表1-4参照）。
1980年代の初頭にはまだ産業としての規模を
持たなかったパソコンが、1992年までのわずか
10年間に世界上位50社で488億ドル（6兆1700億
円）の売上を記録するまでに成長した（Table14.5a; 
World Engineering Industries and Automation: 
Performance and Prospects 1993-1995）。
パソコンの大半（60.7%）はビジネス・ユースと
されているが、これまでコンピュータが利用さ
れていなかった家庭市場、教育市場等にそれぞれ
25.7%、6.9%と進出しており（ビジネス・ウィーク
誌1994年10月3日号）、IT&C市場全体の性格がマ
イクロエレクトロニクスの一般化（普及）で急激に
変化したことを示している。
さらに、IT&C世界市場におけるサービス化も
急速に進展した。これは職場への個人用ビジネス
統合ソフトの普及、家庭へのパソコン・ゲームソ
フトなどのパッケージング･ソフトの急速な進出
によるものだった。
しかしながら、ダウンサイジングと価格競争激
化の波は、技術的に共通する通信機器市場では家庭
へのファクシミリ、携帯電話等の普及となって1980
年代後半から顕在化したが、1995年時点において
は、未だ、コンピュータ分野で観察されたほどの急
速かつ大規模な変化レベルには達していなかった。
モデムなどのローエンドのデータ通信機器は1990年
代に入ってパソコンと同じ価格競争にさらされてい
るが、構内交換機以上の規模の電子交換機等につい
ては必ずしもそうならず、認定規格の浸透と新しい
市場の出現という短期的なブームの繰り返しで成長
してきたローエンド市場と大型電子交換機のように
安定した産業組織に支えられた市場が共存するかた
ちのまま推移したとみられる。
1.4. マス･パーソナル化
1.4.1. マス・パーソナル化の定義
経済社会のマス・パーソナル化注２とは、大衆
需要者側で行われる種々のサービス利用環境の
セッティング（内製化）の通俗化（バナリザシオン）
という経済現象を言う。
供給者側が設計時点で想定したお仕着せの需要
者ニーズにユーザがあわせるのではなく、大衆と
しての最終需要者であるユーザ自らが、メーカか
ら提供されるコンピュータ、多機能電話機等の商
品を素材として、自らのニーズにあった形に都合
よく最適化する過程（システムの作業環境設定と
かパーソナル・セッティングとか呼ばれている一
連の作業。）をユーザ自らが手を下して行うことが
マス・パーソナル化の必須の条件である。
これまでのコンピュータはオフイス・ユースの
ものであっても専門のコンピュータ要員が最終ユー
ザの使用環境を設定していたが、パソコンの普及で
個々の最終ユーザとなる個人の大半が自ら手を下し
てワープロ、パソコン、多機能電話、ビデオなどの
セッティングを行うようになったことなどがマス・
パーソナル経済化の典型的な例である。
マス・パーソナル化は、経済活動の内製化と見
做せるので、外部から観察される経済活動の規模
はかえって縮小するように見える場合がある。例え
（注２） マス・パーソナル化という言葉は、1985年通産省電子政策課監修、（財）日本情報処理開発協会（JIPDEC）発行の「AI産業ビジョン」にお
いて最初に使われた。
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ば、電話局の電話交換手の仕事が自動ダイアリング
操作に置き換えられることはマス・パーソナル化の
一形態であるが、外部から見れば、交換手の需要が
なくなるため、当該分野での経済活動規模は縮小す
るように見える。しかし、現実には通信需要は爆発
的に増大し続けており、国民全員を電話交換手とし
て配置してもその需要に追い付けない状況であって
みれば、交換業務の自動化が急速に進展し、社会的
にも受容されたことはなんら不思議ではない。自動
交換に転換された市内交換業務から、急速に需要が
拡大していた市外交換業務へ交換手を配置転換する
などのやり方もこうした社会的需要をある程度緩和
することができたと思われる。
一方、電話局から配布される電話帳に掲載され
ている電話番号を参照し、自らが手帳に友人関係
の電話番号簿を作成するという行為はマス・パー
ソナルな作業でありながら、もともと置換され
るべき経済活動が存在しなかったため、新たな
作業として位置づけられ、経済活動の拡大にこそ
貢献しても（手帳の需要が増大する。パソコンの
場合は種々のマニュアル出版需要が惹起される。）
内製化による経済規模の縮小は伴わない。このよ
うな経済活動のマス・パーソナル化が1990年代の
IT&C産業の成長分析を行う際に極めて重要であ
る（図1参照）。
電話交換と同じ現象が情報処理技術分野で生
じている。システム・エンジニア、プログラマ
といった情報処理技術者の不足問題とマス・パー
ソナル化の進展による1億国民の実質的なプログ
ラマ化である。一昔前までは、オフィスにおいて
コンピュータ端末を操作する人達は特殊な職業と
みられていたが、パソコンの普及によって統合ソ
フトをカスタマイズし、オペレートする役割は普
通の社員が行うこととなった。タイプ1のマス・
パーソナル化の進展である。ダウンサイジング
への需要のシフトとして見られるこうした現象に
よって情報処理技術者市場にかつてほどの人手不
足の危機感がなくなってきた。そして、MS-DOS
市場、パッケージ・ソフト市場等の出現で国民全
員が総プログラマともいうべきマス・パーソナル
化時代へと突入した。
1.4.2. マス・パーソナル化の原動力
IT&C技術はマイクロエレクトロニクス技術
（電子レベルの微細加工および大量複製技術）を
ベースとし、その周辺技術を共有する産業技術で
ある。
図１　マス・パーソナル化
（1） 短期的には経済規模の縮小が観察されるタイプ（実際には企業内転職による対応などでみかけ上
の大きな変化は生じにくい。）
・電話交換手の自動交換機の導入による失職
自動交換機の設置で個々の電話ユーザが直接ダイアリングすること。
・パソコンの普及によるシステム担当者の失職
パッケージソフトとパソコンの普及で個々のOA環境は、個々のユーザが自分で設定してしまうようになり、
大型機の端末設置･調整等の業務量が減少した。
（2） 経済活動の拡大に寄与するタイプ
・電子手帳を購入して友人の電話番号を記憶させる。
 友人の電話番号リストは外販されていないため、代替されたサービスが存在せず、失われる職がない。
・ワープロ、パソコンなどを購入し、自らの使用目的に合わせて設定を行う。
外部に同種のサービスが存在しなかったため、購入される機器の市場は純増。
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コンピュータ市場においては、マイクロエレ
クトロニクス技術の進歩によって生産技術の構造
的変化がひきおこされ、その結果として、ダウン
サイジング（市場選好のシフト）と価格競争の激化
による市場販売価格の破壊現象が1980年代の後半
に観察された。こうした価格破壊は1989年以降の
ヨーロッパにおけるコンピュータ需要のシュリン
クとなって顕著に現れた。コンピュータは法人単
位で販売されることが多いが、法人当り数台だっ
た需要が数十台、数百台という購入形態へと変化
したのである。システム開発もそれまでの専門家
の手からパッケージ・ソフトを手にしたユーザが
自ら使用環境を設定するというように最終需要者
の手へとシフトした。これは、電話局の電話交換
手が行ってきた接続サービスを自動交換機の導入
と電話番号簿の配布で最終ユーザ自らが話し相手
をダイヤリングするという形で個人需要にシフト
させたことと全く同じ現象である。このように、
社会的に大量のなんらかのサービス提供形態が
ユーザ自らの参加によって成り立つマスパーソナ
ル化への方向へとシフトしたのが1980年代後半か
ら1990年代前半に生じたのである。IT&C技術は
最終ユーザの使用環境にあわせたセッティングを
誰にでも簡単に可能にするという意味で、社会の
マス・パーソナル化の原動力、あるいは基本技術
であると位置づけられる。
第二章　 西欧におけるIT&C市場の動向
2.1. 市場規模の推移
国連のヨーロッパ経済委員会の発行による
World Engineering Industries and Automation 
1993-1995によれば、EU諸国とEFTA諸国をあ
わせた西ヨーロッパ地域におけるIT&C市場の推
移を円建て名目価格表示で見ると、表2-1に示す
とおり、1991-1993年の3年間に市場規模が34兆
3000億円から29兆4000億円に年率平均でマイナス
7.4パーセントのペースで縮小している。これを
表2-2のECU建ての名目価格表示で見ると2062億
ECUから2257億ECUへと年率4.6%で拡大してお
り、ECU建では市場規模の拡大があったことに
なっている。市場規模の推移の様相が観察する通
貨によって大きく変動するのは、為替レートの変
動による。表2-1と表2-2の年平均伸び率の結果が
大きく異なってみえるのは、1993年に円高が急速
に進行した結果、ECUに対する円の換算レート
が1991年の166.49円/ECUから1993年の130.15円/
ECUと2割以上も切り上がったためである。
いずれにしても、1991年から1993年にかけての
期間、西ヨーロッパ域内のIT&C市場は経済不況
の影響を受けて二桁成長はおろか、観察する通貨
建てによってはマイナス成長となった。IT&C市
場の成長神話が崩壊したのである。
同じIT&C市場の1993年の数字をEuropean 
Information Technoloy Observatory 94 （EITO 
94） から拾うと、西ヨーロッパIT&C市場の規模
は、表1-1および表2-3に示すとおり、34兆300億
円（2618～ 2620億ECU）となる。こちらの数字は、
表2-2の国連ヨーロッパ経済委員会報告よりやや
大きい数字となっているが、これは前者が1992年
実質価格表示の1993年金額となっているためと考
えられる。
表2-3から、1993年の西ヨーロッパにおける
IT&C市場の製品別の構成比を見ると、コン
ピュータ・ハードウェアが16%、事務機器が3%、
ソフトウェアが8%、サービスが14%、ハード
ウェア・メンテナンス等が5%、通信機器が11%
およびテレコミ・サービスが43%となっており、
表2-4の1993年の製品別構成比の数字と比較する
と、表2-4のデータ通信機器の数字をコンピュー
タハードウェアに入れ、表2-3の電子通信機器を
テレコミ・サービスに入れて一つに括れば、コ
ンピュータハードウェアが16%、事務機器が3%、
ソフトウェアが8%、サービス・メンテナンス・
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サポート等が19%、電子通信が54%と、両者の構
成比がほぼ一致する。このことから、両者とも
ベースは同じ数字を用いているのではないかと推
察される。
また、表2-3でIT&C市場におけるハード、ソ
フトの比率を見れば、ハードウェアが810億ECU
（コンピュータハードウェア、事務機器及び電子
通信機器の合計）と全体の30%を占め、テレコミ・
サービス、ソフトウェアなどのサービスが1810億
ECUと全体の70%を占めていることがわかる。こ
のように、西ヨーロッパIT&C市場全体としては
ソフト市場のウェイトが圧倒的に大きい。
表2-1　西ヨーロッパにおけるIT&C市場規模の推移（名目価格表示、兆円）
歴年 1991 1992 1993 91-93年平均伸び率(%)
コンピュータハードウェア 6.11 5.76 4.41 -15
　うちパソコン 2.35 2.25 1.81 -12
事務機器 1.28 1.36 1.03 -10
データ通信機器 0.366 0.443 0.390 3.2
ソフトウェア 2.45 2.63 2.22 -4.8
サービス 6.28 6.57 5.42 -7.1
電子通信（テレコミ） 17.8 18.9 15.9 -5.5
合計 34.3 35.7 29.4 -7.4
（出典：World Engineering Industries and Automation 1993-1995 United Nations, p.328から作成）（為替レートは、1991年166.49/ 
ECU、1993年130.15/ECUで計算）
表2-2　西ヨーロッパにおけるIT&C市場規模の推移（表2-1に同じ）（名目価格表示、億ECU）
歴年 1991 1992 1993 91-93年平均伸び率(%)
コンピュータハードウェア 367 351 339 -3.9
　うちパソコン 141 137 139 -0.6
事務機器 77 83 79 1.3
データ通信機器 22 27 30 17
ソフトウェア 147 160 171 7.8
サービス 377 400 417 5.2
電子通信（テレコミ） 1072 1149 1221 6.7
合計 2062 2170 2257 4.6
（出典：World Engineering Industries and Automation 1993-1995 United Nations, p.328）
表2-3　西ヨーロッパにおけるIT&C（サービスを含む）市場構成
（1993年、1992年実質価格表示、億ECU）
市場規模 構成比（%）
コンピュータハードウェア 430 16
事務器 90 3
ソフトウェア 200 8
サービス 360 14
ハードウェア・メンテナンス、サポート 130 5
電子通信機器 290 11
テレコミ・サービス 1120 43
合計 2620 100
（出典：European Information Technoloy Observatory 94, p.22）
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2.3. 円高と欧州市場
西欧市場のように日本企業がプライス・リーダ
となっていない市場において円高に対応して市場
シェアを守ろうとすれば、国内での生産コストを
為替変動分だけ切り下げないかぎり、赤字輸出と
なってしまう。これに対して、ECU建てで製品
を生産しているEU域内企業にとってはこのよう
な問題は存在しない（もちろん、名目価格のイン
フレによる目減りがあるが生産と同時に代金回収
と仮定すればそうなる）。
日本企業にとっては1993年の円高でデータ通
信機器市場を除くIT&C分野で西ヨーロッパの
輸出市場としての魅力は失われてしまったけれ
ど、ヨーロッパ企業にとっては域内の市場はコン
ピュータハードウェア分野を除いてはそこそこの
2.2. 市場分野別比較（ハードウェアのみ）
　IT&C技術はベースに電子関連技術（電磁気理
論、エレクトロニクス、量子技術など）を共通項
として有しており、製造技術とプロセスについて
も共通するところが多い。こうした技術連関性の
強い業種をひとくくりにして産業連関表の一部門
として独立させるというセミマクロの経済理論の
立場にたてば、投入と産出の関係は安定的である
はずである。しかし、現実にはダウンサイジング
などの技術変化が生じているために、IT&C部門
を構成する小部門（製品レベル）相互の時系列での
製品分野別構成比が変化する。逆に見れば、こう
した小部門間の構成比の変化をある程度長期的に
観察することによってIT&C製品の生産技術に変
化が生じているかどうかを知ることができる。
表2-4に示すとおり、コンピュータ・ハード
ウェアの市場全体に占める割合は1991年から1993
年までの3年間に18%弱から15%へと低下し、そ
の大部分はテレコミサービスの構成比の増大と
なった。テレコミは同じ期間に52%弱から54.1%
へと拡大した。中でもデータ通信機器は変化率で
年率3.2%ともっとも急激に市場規模を拡大し、全
体に占める構成比を1.1%から1.3%へと拡大した。
ついで、ソフトウェアの市場規模が7.1%から7.6%
へと0.5%ポイント拡大した。
これら小部門別の構成比の推移の傾向をまと
めれば、コンピュータ・ハードウェア部門は市場
規模が他の小部門に比べ相対的に金額ベースで低
成長となったため、結果的にIT&C技術市場分野
でのウェイトを低下し、高成長を記録したテレコ
ミ、ソフトウェア、データ通信機器およびサービ
ス部門がIT&C技術市場分野のウェイトを大きく
したことがわかる。
IT&C技術の最終製品市場における製品間競合
という視点からこのシェア変化を見れば、1991年
から1993年にかけて西ヨーロッパ地域でのIT&C
需要はコンピュータからテレコミ優位に変化した
かに見えるが、逆にマイクロエレクトロニクス関
連の共通技術変化が同時に両部門で等速度で生じ
ていたと仮定すれば、コンピュータ市場はダウン
サイジングと価格競争の結果、製品当り単価が著
しく低下したのに対して、電子通信部門ではハー
ドウェアの比率が小さいこともあって、全体的に
は製品（サービス）当りの単価がそれほど低下しな
かったため、見かけ上、金額表示のウェイトが大
きくなったとも解釈できよう。
表2-4　西ヨーロッパにおけるIT&C（テレコミを含む）
市場の構成比（%）の推移
（小部門） 1991年 1993年 単純変化率（%） 差分
（※）
コンピュータハードウェア 17.8 15.0 -16 -2.8
　うちパソコン 6.8 6.2 -9 -0.6
事務機器 3.7 3.5 -5 -0.2
データ通信機器 1.1 1.3 18 0.2
ソフトウェア 7.1 7.6 7 0.5
サービス 18.3 18.5 1 0.2
電子通信（テレコミ） 52.0 54.1 4 2.1
合計 100 100 ー ー
（出典：World Engineering Industries and Automation 
1993-1995 United Nations, p.328から作成）
（※）ポイントパーセント
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成長を遂げた有望市場だった。
円高の影響を回避するためには、市場における
価格支配力を強化する（隙間製品など競争力のあ
る製品に特化し、円高分を現地価格に反映するや
り方）、現地に進出し、生産コストを現地通貨建
てとする（円以外の通貨圏に企業の生産設備と生
産組織を移す、あるいは円建て地域外のローカル
企業の取得などのやり方）などがある。中長期的
には、この両者をミックスして日本企業は対策を
講じてきた。国内に研究開発と経営管理などの本
社機能を残し、現地企業群との間に緊密なネット
ワークを構築することによっていわゆる生産技術
の空洞化への対応を行ってきた。
家電部門においては日本企業はすでにより低
廉な管理コストと労働力を求め、1985年のプラザ
合意以降、海外（実質的にドルベースで動いてい
るアジア地域を含む。）に生産拠点を移しており、
1990年代のあいつぐ円高により、こうした円建て
決済圏からの製造業の脱出が続くこととなった。
別の見方をすれば、プロマイジング分野として
高い成長率が約束されてきたIT&C技術輸出市場
を円建てで換算して見ればはすでにマイナス成長
となっていたという事実は、急激な円高の結果で
あったにしろ、円経済圏で生産を続けているかぎ
り、西ヨーロッパ市場は1980年代後半からすでに
魅力ある市場ではなくなっていたことを示してい
る。
第三章　 EU市場の動向
3.1. EU公式統計の信頼性について
　EUが1993年に発足する際、その経済ブロック
化が懸念され、せめて域外企業にとってEU域内
での経済活動を行う際の必要最小限の経済情報と
して、信頼できる産業統計の作成公開と規制的分
野でのEU規格の作成段階への参加または作成段
階での情報公開を行うべしとの議論があった。業
界団体においても、EU標準策定技術分科会等へ
の域外国企業参加の要求と平行してEU産業統計
の不備が常々指摘されていた。
しかしながら、EU事務局およびメンバー国
政府はなんらの有効な対策を講じることができ
なかった（また、講じる意志もなかった）。この
ため、Eurostat統計、DEBA（Data for European 
Business Analisys）、業界統計（コンピュータ関係
ではEuro-BITのEITOなど）のいずれについても、
それらの使用にあたっては注意が必要である。例
えば、Eurostat統計はそのベースとなる工業統計
制度のような悉皆調査手段をメンバー国が持たな
いため、結果的に、アクティビティ・ベースの生
産・出荷等の信頼できる数字の入手は望むべくも
ないからである。
また、産業生産・雇用統計は、各国政府が20人
以上の規模の全事業所に毎年アンケート調査を
行うこととなっているが、企業の協力が十分でな
く、例えば、フランスでは地方自治体職員の献身
的な協力を得られる体制となっていないため、記
入時のミスなどについての追跡調査も十分行われ
ているかどうか疑わしい。また、業種によっては
市場の寡占・独占が進んでいるため、調査結果を
公表できない場合が多い。
フランスでは、このような調査方式の不備を補
うため、企業毎の付加価値税の申告と雇用調整給
付金の申請が利用されているが、この場合、事業
所別の詳細な数字が得られるメリットはあるもの
の、アクティビティ（製品別）の原料資材の投入量
などについては知ることができないため、投入の
数字と産出の数字を突き合わせて企業からの申請
の内容を確認することができない。
貿易統計については、Eurostat統計がもっとも
充実している分野であるが、なぜか突き合わせて
見ると整合性の取れないことが多い（電子工業月
報1989年6月号p.95）。
西ヨーロッパ工業界の社会的モラルは、それ
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ス慣習が変化しないかぎり改善される見込みはな
い。EITO等が低廉な価格で一般に配付する統計
資料はそういった意味で残念ながらあまり信頼で
きないものである。
もちろん、企業経営者のだれもが常に全財産の
没収、すなわち政府による強制的な国有化を極度
に恐れており、そのために政府を信用せず、企業
活動に関する報告を政府に行うことそのものが自
社のプライベイトな利益を損なう恐れのある一種
の背任行為となると理解していることは我々にも
理解できる。事実、政府による国有化が実施され
る際に、企業活動資料が重要なデータとなりうる
ことも欧州の企業経営者によって十分理解されて
いるという点も我が国の企業経営者には想像でき
ない企業行動の一つであろう。
こうした企業人の考え方がベースとなって、公
開される統計情報のいずれもが残念ながらあまり
信頼できないものとなっている。
EUが 毎 年 公 開 す る こ と と な って い る
「Panorama of EU Industry」に用いられている
数字はベースとなるEurostat統計、DEBAの推
計および工業団体推計（European Information 
Technoloy Observatory）から編纂されたもので
ある。
1994年7月 に 公 開 さ れ た「Panorama of EU 
Industry ’94」においては、1993年第3四半期と第
4四半期のデータが最新データとして盛り込まれ、
1983年から1992年末までの時系列データが利用可
能となっている。このうち、直近のデータは、速
報値が採用されているため、後になって確定値と
の間に差異が生じることがある。差異は後から出
版されるPanorama of EU Industryの中でさかの
ぼって修正される。
経済学者は中長期的視点からの「市場の失敗」の
可能性の一つに統計数字の入手が困難なこととい
う項目を明記すべきであるが、米英の経済学者は
こうした統計数字重視の立場を「政府介入主義」と
を支えるメンバー会社の企業行動が自社利益の追
及を最優先としているため、自社の出荷額が業界
統計の一部として公表されることを極端にきらう
（業績悪化が資本市場における資金調達を困難に
するとの理由）だけでなく、政府部内あるいは業
界団体と言えども、自社の生産状況を報告するこ
とは競合他社に企業の機密情報を開示することを
意味するとの懸念さえまかりとおっており、業界
統計調査には基本的に非協力的である。
さらに、欧州の企業は、Nixdorf社、Goupil社
が倒産した際に発見されたように企業会計の粉
飾が行なわれていることも散見され、また、それ
に対して、粉飾会計が発見されても、信用する方
が悪いという「ビジネス常識」がまかりとおってい
る。このため、企業の公表する数字はEU議会メ
ンバーおよびコミッショナー等へのロビイング活
動資料としての意味しかないとの厳しい識者のコ
メントを聞くこともあった。こうした企業行動に
対して、ほとんどなんの社会的制裁も加えられな
いという事情から、企業の発表する数字は誰も見
ようとしないで、高い調査料金を支払って別の非
公然手段を使って同業他社の業績を知ろうとする
企業が多い。
経営実務的に必要とされる出荷額などの統計数
字が最高企業秘密とされるのは日本でも同じであ
ろうが、欧州ではこれを他の企業と共有すること
によって業界全体の利益として用いようとのコン
センサスが弱い点が日本と異なる。言い換えれば、
公的な機関が提供する正確で信頼できる統計数字
の把握が業界全体の経済的発展にプラスになると
の共通認識が欠如している。これが、政府または
業界団体の行う統計調査への障害となっている。
こうした欧州企業の公的な存在に対する懐疑主
義と公共の利益に対する企業モラルの低さは自由
主義経済そのものを根底からくつがえしかねない
ほど危険なものであるが、自社のプライベイトな
利益追及のためには手段を選ばないとするビジネ
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決め付け、フリーマーケット主義に反すると決め
付けてかかる悪い癖がある。
行政が工学等と同じように飛行可能な「飛行機」
の開発を目標とする「実学」であるなら行政の統計
数字軽視は、実態経済と遊離した企業行動（スペ
キュレーションと恐慌等の市場の失敗）を誘発し
かねないという意味において重大な問題を孕んで
いる。EUメンバー国の統計軽視の姿勢は度重な
る国際金融危機を経験し、改善しつつある。
本稿においては欧州市場について他に安価で
入手可能な統計資料が存在しないため、これら
の統計が継続性と信頼性に問題が残されている
ことを前提とした上で、前記の「Panorama of EU 
Industry ’94」の数字をEU市場の調査分析に当
たって用いることとした。
3.2. EU市場の規模と推移
表3-1に示すとおり、「Panorama of EU Industry 
’94」に報告されたEU域内のIT&Cハードウェア
市場の規模は、1992年で1446億ECU（23.7兆円、
163.4円/ECU）だった。これを表2-3に示したEITO
調査のIT&Cハードウェアの市場規模（1993年で
810億ECU。コンピュータ430億ECU、事務機器
90億ECUおよび通信機器290億ECU）と比較すれ
ば、数値が対応していないように思えるがEITO
調査のソフトウェア、サービス、メンテナンスな
どの数値をハードウェアに加えると1500億ECU
となり、Panorama of EU Industryの1446億ECU
と整合性がとれる。このことから、Panorama of 
EU Industry調査にはソフトウェア、サービスな
どが含まれていると考えられる。いずれにして
も、数字を読むうえで注意を要する。
部門別には通信機器、電子計測・記録機器市場
がもっとも大きく、624億ECU（10.2兆円）となっ
ている。うち、通信機器市場だけでは、247億
ECU（4.06兆円）だった。ついで、コンピュータ・
事務機器部門が608億ECU（9.98兆円）の市場規模
を有している。また、そのほとんどを域外国か
ら調達している集積回路部品は、1992年に77.6億
ECU（1.27兆円）の市場規模となっていた。集積回
路部品にプリント基板、コネクター、ブラウン
管、その他の電子部品を加えた電子部品全体では
214億ECU（3.51兆円）の市場規模だった。
表2-1に示した統計数字では、西ヨーロッパ全
体のコンピュータ・事務機器の市場規模は1992年
で7.12兆円（コンピュータ・ハードウェアが5.76兆
円、事務機器が1.36兆円）と推計されており、EU
推計の方が2.86兆円大きい。この差異の原因の一
つは、コンピュータ・ターミナルを、EUでは、
電子通信機器に分類（これはドイツのBundes Post
の分類方法による）しているのに対して、通常の
各国の業界ベースの統計数字がコンピュータ・
ターミナルをコンピュータ周辺機器に分類してい
る注３ためではないかと考えられる。
IT&C市場において1986年から1991年の間に観
察されたコンピュータ・ハードウェアのダウンサ
イジング化と価格破壊の波（World Engineering 
Industries and Automation 1992-1994） はEU市場
を直撃し、電子部品およびコンピュータ市場の成
長率をそれまでの二桁から一桁に押し下げた（表
3-2）。しかし、電子通信機器の市場はこうしたダ
ウンサイジング等の影響から免れたように見え
る。
（注３） EU規格ではミニコン、ワークステーション、パソコンの類がモデムと一緒に設置される場合には「電子通信ターミナル」として分類さ
れ、ブンデスポスト配下の技術協会に届け出なければならないとされている。EUにはドイツの一部の企業を除いて、すでにコンピュー
タ産業とよべる規模の産業はのこっていないため、ドイツのブンデスポストの電磁障害規格でEU全体の市場管理を行うことが基本姿勢
となっている。
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化した企業に変身した。
ここでは、こうしたコンピュータ産業をめぐる
動きを追ってみる。
1993年央からの英国を中心とする景気回復を引
き金として欧州経済は単一市場創設仮需要が消滅
した後の長い不況から1995年前後に脱出した。し
かし、最終需要部門別に見れば個人消費中心の回
復にとどまっており、大型計算機等の設備財の需
要はついに88年水準まで回復することはなかった。
欧州コンピュータ産業は1990年以降停滞を続
け、世界に占めるヨーロッパ・コンピュータ・
メーカのシェアは長期低落傾向をたどった。例
えば、英国のナショナルフラグ企業だったICL社
は日本の富士通社の救援を仰ぎ、ヨーロッパ・
メーカを代表するドイツのシーメンス・ニクス
ドルフ社（Siemens Nixdorf）、フランスのブル社
（Groupe Bull）およびイタリアのオリベッティ社
（Olivetti）はEUおよび自国政府の技術開発助成を
受けつつ、次世代のIT&C市場に照準をあわせて
大規模な体質改善（リストラ）を実施した。冗費節
減、資産売却、増資等の手段に加え、特に弱い
とされるR&D、標準化、製品化技術等の分野で、
日米メーカとの協調関係の構築などの方策によっ
て、景気回復までの短期的な経営困難を回避する
ことにそのほとんどの力を注ぎ込んだ。
一方、全世界的なダウンサイジングと価格競争
3.3. EUオリジンのコンピュータ産業の壊滅
前節までにおいて、IT&C技術に対する需要層
がマイクロエレクトロニクスの一般化（バナリザシ
オン）によって、これまでの限られた企業需要から
より一般的な大衆化された需要へと転換した（マス
パーソナル化）ことを観察した。この需要層の転換
が欧州では1988年から1992年にかけて進行したと
考えられる。この時期に、景気の低迷とあいまっ
て、市場の急激な変化に対応しきれなかったEU企
業がIT&C市場から脱落することとなった。
Philips社（ 蘭 ）、Nixdorf社（ 独 ）、Thomson社
（仏）などが倒産あるいはコンピュータ部門の売却
というかたちで市場から姿を消した。後に残った
Olivetti社（伊）、ICL社（英）、Siemens社（独）およ
びBull社（仏）も収益悪化に苦しみ、リストラを継
続し、結果的にシステムインテグレーションに特
表3-1　EUにおけるIT&Cハードウェア市場規模の推移（名目価格表示、億ECU）
1983 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992
電子部品 109 174 167 187 210 217 223 214
コンピュータ等（※1） 286 421 438 534 573 601 624 608
通信機器等（※2） 300 363 421 479 524 562 611 624
うち通信機器 ー ー ー 191 218 222 249 247
IT&C合計（※3） 695 958 1026 1200 1307 1380 1458 1446
家電機器 299 385 416 471 519 543 554 515
全体合計 994 1343 1442 1671 1826 1923 2012 1961
（出典：Panorama of EU Industry ’94から作成）
（※1）コンピュータ等とはコンピュータおよび事務機器である。
（※2）通信機器等とは通信機器、電子計測・記録機器である。数値は著者の推計値である。
（※3）この行の数字は（全体合計-家電合計）として求めた計算値である。
表3-2　EU市場におけるIT&C部門別名目成長率（%）の比較
1983/1988 1988/1992 1983/1992
電子部品 11.4 3.4 7.8
コンピュータ・事務機器 13.3 3.3 8.7
通信機器等（※） 9.8 6.8 8.5
　うち通信機器 ー 6.6 ー
IT&C合計 11.5 4.8 8.5
家電機器 9.5 2.3 6.2
合計 10.9 4.1 7.8
（出典：Panorama of EU Industry ’94から作成）
（※）通信機器等とは通信機器、電子計測・記録機器である。
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の激化から収益性が悪化した日米メーカは、ヨー
ロッパ内での生産・販売拠点を含め国際横断的な
リストラに取り組み、その一環として、ヨーロッ
パ・メーカとの間に、技術開発・標準化等の分野
にとどまらず、流通・メンテナンス分野での協力
関係を含むより広範な企業協力関係を構築すべく
働きかけた。
その結果、日米企業はヨーロッパ市場へのアク
セス・チャネルを確保し、ヨーロッパ企業は巨大
な資本力を必要とする先端技術へのアクセスを手
にするという相互協力関係が出現した。
こうした日米欧のコンピュータ・メーカをめぐ
る産業協力関係は資本提携関係を含めたより一層
高度で広範なものへと1995年以降において変化し、
それまでの対立関係から協調関係へと転じた。
3.4. EU市場統合とコンピュータ産業
　1985年のEU単一市場統合へ向けた行動計画の
決定後、各国政府から数年にわたって徐々にEU
事務局へ移管されてきた標準化、技術開発および
経済活動の監視等に係わる活動が92年末までにほ
ぼ終了した。
国防技術との密接なつながりの中で発展してき
た英仏のコンピュータ産業は常に政府の強い監視
と干渉の下に置かれてきたが、サッチャー政権の
出現によってまず英国が自国コンピュータ産業へ
の関心を失い、標準化、統計作成、国家技術開発
プログラム等への政府支出があいついで廃止また
は縮小され、EspritなどのEECの技術開発フレー
ム・ワークに移された。
フランスは社会党政権下でナショナル・フラグ
企業たるブル社を国有化し、その再建を図りつつ
EUの各種標準化、技術開発分野での発言権の強
化を図ったものの、逆に、価格競争の激化、国際
化戦略の失敗およびEUからの強い干渉によって
その目的をはたせず、ブル社自身が94年秋に民営
化の名の下に売却されることとなった。
このように国防産業の側面を色濃く残してきた
英仏のコンピュータ産業は政府の国防予算の削減
とコンピュータ市場の民需転換によって米国の民
間コンピュータ企業の進出の前に実質的に敗退・
壊滅し、英仏政府はEU市場における主導権も失
うこととなった。
ドイツおよびイタリアは戦後に民間経済主導
で経済復興を遂げたこともあって、民間企業と
銀行団との連係が強く、政府からの干渉はより間
接的でより巧妙、かつ、不透明なものだった。例
えば、ドイツでは連邦経済省（研究技術省はEU市
場統合過程で実質的にEUに吸収された。）を中心
とした企業助成だけでなく、ドイツ銀行団の優先
的金融手段の提供、郵政省の徹底的な技術規制に
よる市場への介入、地方政府の雇用政策と環境政
策の名の下での企業補助金のバラマキおよび各レ
ベルでの政府調達を通じてナショナル・フラグ・
メーカが手厚く保護されてきた。また、イタリア
では個人産業家と政府金融機関の癒着関係が報じ
られている。
それぞれの歴史的な経緯から各国政府のやり
方は異なったが、結局、個々の政府が実施してき
た企業への直接介入の手段のうち、標準化のよう
に明文化されていたものはそれぞれEU事務局へ
そのまま移行された。また、こうしたEUへの情
報提供、交渉のために1990年にブラッセルにヨー
ロッパ・コンピュータ企業連合（Eurobit）が形成
された。
1990年代前半におけるEUのコンピュータ産業
担当分野は、1980年代後半から重点的に取り組ま
れてきたCEN-CENELECへの標準化活動の一元
化およびEU技術開発プログラムの推進だけでな
く、1990年代には、企業の市場独占状況、企業間
価格競争等の監視、戦略技術の管理等の分野に拡
大した。
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促進の努力が実を結ぶためには、1990年代のEU
の東方拡大時期まで待たなければならなかった。
コンピュータ市場は約600億ECUと、電子部品
市場の3倍にも達する巨大な市場をECに形成し、
戦略的にも長くヨーロッパ工業国の産業政策の中
心におかれてきた。しかし、電子部品産業同様、
この部門は常に貿易赤字に悩まされ続けてきた。
1983年に45億ECUだった貿易赤字は、EC委員
会と各国政府のなりふり構わない域内保護政策
（集積回路への保護関税、原産地認証問題、政府
調達、国有企業化と助成、技術開発プロジェクト
など）にもかかわらず、1992年にはちょうど3倍の
145億ECUに達し、輸出額が100億ECU弱（表3-5）
と低迷したため、輸入総額が約250億ECUと膨れ
上がり、コンピュータ・事務機器の約2台に1台が
域外国からの輸入製品となった。ただ、赤字幅の
伸びは、表3-4に示すとおり、1988年以降のEU市
場の低迷と価格競争の激化によって1988年以前に
比べれば電子部品、コンピュータとも大幅に鈍化
した。
重要な点は、EUの赤字幅が拡大する傾向下で、
なお、EUから域外国へのECU建てでみた輸出額
がIT&C製品全体としては1980年代を通じて増大
し続けたことである（表3-6）。
輸出、輸入ともに増大することは国際取引の自
由化が進展していることの証査であり、EU市場
が心配されたほどには閉鎖的にならなかったこと
を示している。
ただし、電子部品産業は1992年に輸出がマイナ
ス成長となり、縮小均衡をたどるのではないか
と一時は心配され、1992年以降のEU域内外国系
企業の域内投資活動が待たれていた。これにつ
いては、1994年に日本のNEC社がスコットラン
ドへの追加投資を決め、韓国企業も同様にEU域
内への投資を決定したことから、1990年代後半に
はEUから他地域への輸出も増大に転ずるものと
期待されていた。日本とアジア諸国が最先端の
3.5. 貿易動向
1992年のEUと域外諸国とのIT&C製品貿易
は、表3-3に示すとおり、EUの132億ECUの入超
となった。内訳を見ると、電子部品が91億ECU、
コンピュータ・事務機器が145億ECUの入超と
なっており、これにさらに家電製品の入超分118
億ECUを加えると353.7億ECUの入超となり、電
子部品から家電製品までの全ての電子関係部門の
EU全体の入超額が250億ECUであることから、通
信機器などの部門は353.7－250=104億ECUの出超
となったはずである（表3-3にはこの計算値を示し
た）。しかし、表3-5に示すとおり、通信機器・電
子計測機等の域外輸出総額は、別途、（IT&C製
品輸出額－電子部品輸出額－コンピュータ等輸出
額）から求められ、87.7億ECUとなるため、87.7億
ECUの輸出総額に対して104億ECUの出超という
現実にはありえないおかしな数字となる。このよ
うに、Panorama of EU Industryの統計数字の整
合性がとれていないことがわかる。
一方、Panorama of EU Industry ’94に示され
た通信機器だけのトレイド・バランスが7.18億
ECUの出超という数字は逆にあまりに小さすぎ、
これもEU委員会がEUの通信市場があまりに閉鎖
的であるという海外からの批判をかわすために商
品分類と関税分類を意図的に操作した結果と推測
したくなる。
いずれにしても、通信機器は、EUにとって
1990年代を担う戦略的商品であり、重要な産業部
門となったことがわかる。
さて、電子部品は200億ECU規模のEU市場に
90億ECU規模で輸入超過となっており、加えて、
EUからの域外国への輸出が表3-5に示すとおり、
約45億ECU規模で1988年以降ほとんど増加して
いないことから、1992年のEU域内需要の7割近
くを輸入製品が満たすという状況になっていた。
1983年の同じ数字が約6割だったことと比較すれ
ば、EC委員会が積極的に進めてきた現地生産化
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DRAMと微細加工技術を開発供給し、ヨーロッ
パがフラッシュメモリ、DSPなどの隙間商品を開
発提供し、米国が国防技術の民需転換を進めると
いう国際水平分業体制が次第に明確となり、1990
年代に確立した。
一部のエキセントリックなEU議会議員（例え
ば、Jimmy Goldsmith氏（1995年当時））がGATT
体制を批判して、貿易の自由化は失業しかもた
らさないと主張しているが、こうした議論は、
IT&C製品の輸出入ともが順調に拡大している現
状では、すくなくとも先導的な技術産業にはあて
はまりそうにない。
先導的技術産業では国際競争が激烈なため、よ
り高い製品品質と生産性を求めて、企業は世界中
に部品調達基地と組立・出荷基地を展開する。そ
の結果、アイルランドのように、部品輸入基地が
そのまま製品輸出基地となって雇用にはほとんど
寄与していないということもおこりうる半面で、
自由貿易体制下での地域間取引の活発化がIT&C
製品だけにとどまらない様々な財の取引の活発化
につながり、地域間の経済が発展し、ひいては、
こうした経済発展を通じて富のより公平な分配と
資本の再分配に寄与するという面があることを見
落としてはならない。
貿易そのものが縮小均衡に向かえば、貿易を
通じた地域間の資本・富の再分配の機能が減じら
れ、世界経済は危機に立ち向かうこととなる。
そういう意味で1990年代のEUのIT&C製品貿易
が拡大したことが世界経済の発展のためにも重要
な意味を持っていたと言えよう。
表3-3　EUの域外貿易収支バランスの推移（名目価格表示、億ECU）
1983 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992
電子部品 -33.7 -55.0 -64.8 -71.4 -87.2 -83.3 -94.7 -90.7
コンピューター等（※1） -45.0 -59.1 -74.8 -108 -121 -125 -139 -145
通信機器等（※2） 42.6 84.0 91.2 83.4 92.2 88.3 99.7 104
うち通信機器 ー ー ー 0.91 1.1 2.97 3.83 7.18
IT&C合計（※3） -36.1 -30.1 -48.4 -96.0 -116 -120 -134 -132
家電機器 -43.6 -64.5 -77.6 -101 -112 -114 -132 -118
全体合計 -79.7 -94.6 -126 -197 -228 -234 -266 -250
（出典：Panorama of EU Industry ’94から作成）
（※1）コンピュータ等とはコンピュータおよび事務機器である。
（※2）通信機器等とは通信機器、電子計測・記録機器である。数字は著者の推計値である。
（※3）この行の数字は（全体合計-家電合計）として求めた計算値である。
マイナス表示はEUの貿易収支が赤字（輸入超過）であることを示す。
表3-4　EUの貿易収支バランスの部門別変化率（%）
1983/1988 1992/1988 1992/1983
電子部品 -16.2 -6.16 -11.6
コンピュータ等（※1） -19.1 -7.64 -13.9
通信機器等（※2） 14.4 5.67 10.4
うち通信機器 ー 67.6 ー
IT&C合計 -21.6 -8.29 -15.5
家電機器 -18.3 -3.97 -11.7
全体合計 -19.8 -6.14 -13.5
（出典：表3-3から作成）
（※1）コンピュータ等とはコンピュータおよび事務機器である。
（※2）通信機器等とは通信機器、電子計測・記録機器である。
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2兆2638億円、英国が1兆6100億円、イタリアが1
兆3400億円とドイツに続いた。
コンピュータ・事務機器部門が電子産業全体に
占める比率の大きかった国は表3-7の最右列に示
したとおり、イタリアの41.3%、ついでドイツの
40.8%となっている。これら両国には1992年当時
にシーメンス・ニクスドルフ社とオリヴェティ社
があった。
コンピュータ・事務機器産業のEC全体の付加
価値生産額は、1992年に2兆8620億円（174億2900
万ECU）に達した。
各国別のコンピュータ・事務機器部門の付加
価値生産額を表3-8で見ると、ドイツ（ただし、旧
東独地域は統計が未整備でここには含まれていな
い。）が8463億円（51億5000万ECU）、フランスが
7440億円（45億3100万ECU）、イタリアが5550億
円（33億8000万ECU）、英国が4386億円（26億7100
万ECU）、アイルランドが2113億円（1億8700万
ECU）となっており、上位の4か国でEC12か国（93
年当時）の90%を占めている。
以上の数字から、1992年当時のEC12か国中で電
子技術関連産業のもっとも規模の大きかった国は
ドイツで、同時に、ドイツにおいてはコンピュー
タ・事務機器部門が電子技術部門に占める割合
が大きかった。このことは、ドイツにとってコン
ピュータ産業が他の国よりも国民経済的により重
3.6. 主要国別のIT&C産業付加価値生産額
電子部品産業、コンピュータ・事務機器産業、
電子通信機器産業および家電産業を統合した電
子産業全体のEC域内における付加価値生産額は、
Panorama of EU Industry ’94によれば、表3-7
に示すとおり、1992年において、11兆4600億円
（697.96億ECU）であった。このうち、コンピュー
タ・事務機器産業が占める割合は、25.0%とちょ
うど全体の四分の一であった。
これら付加価値生産額で見た数字は、各国の生
産部門の経済活動の規模を国民経済計算と整合性
のとれた形で示している。
電子産業全体で付加価値生産額が大きかった
国は、ドイツ（旧東独地域の数字を含まない）で、
5兆0900億円（309.97億ECU）だった。フランスは
表3-5　EUから域外へのIT&C製品輸出額の推移（名目価格表示、億ECU）
1983 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992
電子部品 24.4 35.9 30.6 47.1 48.8 51.9 52.4 45.6
コンピューター等（※1） 46.1 77.5 77.5 82.1 93.3 91.9 99.4 99.8
通信機器等（※2） 59.9 60.4 69.5 54.0 61.9 93.6 70.1 87.7
うち通信機器 ー ー ー 37.9 46.6 45.6 52.5 58.5
IT&C合計（※3） 130 174 178 183 204 237 222 233
家電機器 29.6 56.2 59.4 65.8 74.0 79.6 84.1 88.9
全体合計 160 230 237 249 278 283 306 322
（出典：Panorama of EU Industry ’94から作成）
（※1）コンピュータ等とはコンピュータおよび事務機器である。
（※2）通信機器等とは通信機器、電子計測・記録機器である。数字は著者の推計値である。
（※3）この行の数字は（全体合計-家電合計）として求めた計算値である。
表3-6　EUのIT&C製品輸出額の変化率（%）
1983/1988 1992/1988 1992/1983
電子部品 14.1 -0.81 7.20
コンピュータ等（※1） 12.2 5.00 8.96
通信機器等（※2） -2.05 12.9 4.33
うち通信機器 ー 11.5 ー
IT&C合計 7.08 6.22 6.70
家電機器 17.3 7.81 13.0
全体合計 9.25 6.64 8.08
（出典：表3-5から作成）
（※1）コンピュータ等とはコンピュータおよび事務機器である。
（※2）通信機器等とは通信機器、電子計測・記録機器である。
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どまっていたと見ることも可能である。
イタリアはドイツに近いコンピュータ部門の比
率を1992年には有していた。しかしその後、数年
を経ずにオリヴェティ社が経営破綻した。
フランスは英国に近く、コンピュータ産業より
もむしろ電子部品、家電および通信機器産業に重
点的に投資する可能性が観察された。フランスの
通信機器メーカにはアルカテル社、マトラ社など
のように国際競争力のある企業が1990年代当時に
は多かった。
要な産業として認識されていた可能性を示してい
る。逆に言えば、電子部品産業および通信機器産
業では他国に比べやや比較劣位におかれていた可
能性がある。
一方、英国においては電子産業の活動規模は
ドイツ、フランスについで大きいものの、コン
ピュータ部門の電子産業に占める割合が主要国
中でもっとも小さかった。このことから、1990年
代前半の英国においては経済活動に占めるコン
ピュータ産業の重要性は相対的に小さなものにと
表3-8　EC主要国別のコンピュータ・
事務機器部門付加価値生産額の比較（1992年）
（億円） （億ECU） 構成比(%) 累積度(%)
ドイツ（※） 8463 51.54 29.6 29.6
フランス 7440 45.31 26.0 55.6
イタリア 5550 33.80 19.4 75.0
英国 4386 26.71 15.3 90.3
アイルランド 2113 12.87 7.4 97.7
スペイン 366 2.23 1.3 99.0
デンマーク 222 1.35 0.8 99.8
ベルギー 79 0.48 0.3 100
その他諸国 不明 不明 ー
EC合計 2兆8620 174.29 100
（出典：Panorama of EU Industry ’94）から作成（為替レートは163.4円/ECUを使用）
（※）旧東独地域は統計未整備のため含まれていない。
表3-7　EC主要国別の電子産業部門（※1）の付加価値生産額の比較（1992年）
（億円） （億ECU） 構成比(%) うちコンピュータ･事務機部門の割合（%）
ドイツ（※2） 5兆0900 309.97 44.4 40.8
フランス 2兆2638 137.86 19.8 32.9
英国 1兆6100 98.03 14.0 27.2
イタリア 1兆3430 81.79 11.7 41.3
オランダ 4693 28.58 4.1 ー
スペイン 3035 18.48 2.6 12.1
ベルギー 1990 12.12 1.7 4.0
デンマーク 1280 7.77 1.1 ー
ポルトガル 552 3.36 0.5 ー
その他諸国 不明 不明 ー ー
EC合計 11兆4600 697.96 100 25.0
（出典：Panorama of EU Industry ’94）から作成（為替レートは、163.4円/ECUを使用）
（※1）電子産業部門とは電子部品、コンピュータ・事務機器、電子通信機器および家電製品を産出する産業部門である。
（※2）旧東独地域は統計未整備のため含まれていない。
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第二部　ヨーロッパ・コンピュータ産業の歩み
第一章 英国のコンピュータ産業
1.1. 英国電子計算機技術のルーツ
1943年秋、T.H.Flower技師に率いられた何人
かの郵政省技術チームが、オクスフォードシャー
のBletchley Parkで、一連の暗号解読機の設計・
開発に携わっていた。
当時、ナチスドイツの使っていたテレタイプ通
信の暗号解読のため、軍では電磁機械式（リレー
式）の暗号解読機、Colossus Mark Iを使用してい
た。しかし、この機械は速度が遅く、故障がちな
ため、高速のテレタイプ通信の暗号解読には不向
きだった。Dollice Hillの郵政省研究所から引き抜
かれたFlowerチームは上層部から抜本的な速度
改善を命じられていた。
Flowerチームは、1937年に現在のコンピュー
タの基本概念を確立した英国人数学者Turingの
指導を得て、リレーのような機械式可動部分を持
たない電子式のデジタル暗号解読機の開発を提
言した。現在の電子計算機の原形となるこの機械
はColossus Mark IIと呼ばれ、人類が最初に手に
することとなった全電子式の情報処理プロセッサ
だった。しかし、全真空管式の暗号解読機は、当
初、その巨大さゆえに上層部から疑問視されてい
た。郵政省技術陣は苦難の末に工学的な問題点を
つぎつぎに解決し、ついにプロトタイプ・マシン
を1943年12月に完成させた。人類最初の電子計算
機と信じられている米国のEniacよりも3年早く英
国で電子計算機が完成していたのである。
1944年2月に、プロトタイプは制式採用となり、
同型機種12台の生産・納入がBletchley Parkに指
示された。1号機納入の期限はわずか3か月後の5
月末までと切られていた。
こうして日の目を見ることとなった全真空管式
の電子計算機、Colossus Mark IIには、暗号解読
処理を並行して行うためのシフト・レジスター方
式が採用されていた。これによって、解読速度は
プロトタイプのときよりさらに5倍向上し、1秒間
に2万5000字という、当時としては驚異的な処理
速度を実現した。また、調整の難しいクリチカル
な部品を排除し、平凡な部品をまとめて使う新し
いユニット化設計方式が導入され、オペレーショ
ン現場での稼働率と信頼性が大幅に改善されてい
た。
1956年に大西洋海底電話ケーブルが開通した
時、回線の有効利用のために発明されたTime 
Assiggnment Speech Interpolation方式（パケッ
ト交換方式の原形）は、1943年当時、Flowerチー
ムのシニア・エンジニアだったAllen Coombs博
士の手になる。Coombs博士は、後に、Flower技
師の後任として暗号解読機開発チームのリーダと
なった。こうした英国郵政省の優秀なエンジニア
とテクニシアンに支えられ、一見不可能と思われ
た短期間で、Mark IIの開発が文字通り不眠不休
で進められた。
1944年6月1日にMark II一号機は完成した。
D-dayの数日前のことであった。
Coombs博士は、その後も、Mark IIを小型に
改良したProteus、Aquarius、Salamanderなどの
コードネームの真空管式暗号解読機をつぎつぎ
に設計・開発した。世界で最初のデジタル電子計
算機群はこうしてドイツ軍の暗号解読に活躍し、
戦争終結を数か月以上早めたと評価されている
（The Independent紙95.3.15付）。
1946年に米国で開発されたEniacに使われた真
空管電子回路に関する論文と計算機理論等は、そ
のうちのいくつかが学会に発表されたが、暗号解
読機として開発されたColossus Mark IIの電子回
路とその斬新な機構は、その後も学会で公表され
ることもなく、戦後の長い期間にわたって英国の
国家最高機密として秘匿され続けてきた。
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1.2. メインフレーム （ICL）
 ICL社の起源は1904年のComputing Tabulating 
Recording Company社の英国支店にまで遡る。
こ れ がBritish Tabulating Machines社 と な り、
1959年に同じルーツのPowers Samas社と合併。
International Computers and Tabulators （ICT） 
社として誕生した。
この時代には英国の電気機械関連会社の多くが
コンピュータ分野に進出していた。Manchester 
Univ.のEdsac技術から派生したFerranti社、GEC
社、EMI社、English Electric （E E）社、 J Lyons
社等々。
1960年代にICT社がFerranti社、GEC社とEMI
社のコンピュータ部門を吸収。1964年にICT-1900
シリーズを開発。英国市場でロング・ヒット商
品となった。同じ頃、 Marconi社、J Lyons 社、
Elliott社などが E E社に吸収合併される。E E 社
は1965年にIBMコンパチのSystem 4を開発、市
場でICT社の1900と競合した。
1964年、 コ ン ピ ュ ータ 産 業 育 成 の た め に
Ministry of TechnologyとNational Computing 
Centerを設立した労働党政権は1968年、ICT社
とE E社の反対を押し切って両者を強引に合併
させた。これが現在のInternational Computers 
Limited （ICL） 社の直接の源流である。
ICL社はフランスのCII-HB社がそうであった
と同じようにICT/Ferranti系の1900シリーズと
English Electric系のIBMコンパチブルの System 
4という二つのまったく異なった技術分野を抱え
たまま出発せざるをえなかった。ICL社の目標は
ともかく前進することによってその過程で両者
の技術をより大きな技術体系に統合するという
ものであった。しかし、ものごとはそう簡単で
はなかった。Tory政府になった後も政府はICL社
への直接助成を続け、1975年にようやく新型主力
機、ICL2900シリーズの発表へとこぎつけた。し
かし、この機種は1900系、System 4系のどちら
の系統のコンピュータともコンパチビリティがな
かった。このため、結果的にICL社は古くからの
客の多くを失った。
1979年にサッチャー首相はICL社株式の政府持
分（当時までに20%にまで低下していた）を手放し
た。ICL社に残された技術はローエンド・マシン
として位置づけられていた旧1900シリーズの実質
的な後継機種、ME29型機の技術だけであった。
1981年以降、コンピュータと電子通信技術の融
合による情報化社会の出現という新しい企業目標
をあたえられたICL社は、IBM社のメインフレー
ムと接続可能なネットワーキング・マシンを主力
製品とするにいたる。
1984年にはSTC社がICL社を買収し、1991年に
は日本の富士通社がこれを買収した。
1.3. ミニコン産業
1947年のベル研究所でのトランジスタの発明
で、小型のリアルタイムデータ処理用計算機とし
てミニコンが登場する。
ミニコンは、それまでの手作りの大型汎用計算
機と異なり、実験室などでデータ処理、機器制御
等をリアルタイムで行うため、簡単な通信機能と
リアルタイム処理機能を持った電子計算機として
開発され、工場で大量生産された。ソフトウェア
はほとんど搭載していなかったが、ミニコンを必
要とした機械工場、化学プラントなどでは技術者
が自前のプログラムを作成して使っていたため、
何の問題もなかった。
1957年に米国で設立されたDEC社がミニコン
商業化の嚆矢となった。
英 国 に お い て は、1966 年 にComputer 
Technology社（ 後 のInformation Technology又
は ITL社）が最初にミニコンの商業化に成功し
た。Data General社が1968年に設立されるより2
年早かった。一方、ROCC Computers社は独自の
UNIXマシンを開発し、NHS市場に食い込んだ。
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 Systime社は1972年にJhon Gow氏によって設
立され、PDP-11のビジネスマシンへの転換に成
功。急成長をとげたが DEC社が後に提訴、一時
は Systime社が40万ドルを米国政府に支払うこと
で和解し、事業を継続したが、1986年に結局、同
社の事業は DEC社に実質的に吸収されることと
なった。
ICL社は1970年代央にミニコン分野に参入、市
場で成功した。
1.4. パソコン産業
1980 年 代 の 初 頭 にAcorn 社、Sinclair 社、
Research Machines社などのパソコンメーカーが
あいついで設立された。学校教育へのパソコン導
入と50ポンドという安価な値段でZX-80マシンが
市場に投入され、Sinclair社だけで500万台の家庭
用マイコンを販売したとされている。
しかし、3年間でこうした第一期のマイコンブー
ムが去り、Research Machines社だけが生き残っ
た Acorn社はOlivetti社に吸収され、Sinclair社は
Amstrad社に吸収された。 Amstrad社とApricot社
（1965年Applied Computer Techniques（ACT）社と
して設立された）がホームコンピュータ市場を引き
継いだ。Amstrad 社は1986年に安価なIBMコンパ
チ機を市場に投入し大成功を収めた。
Apricot社はスコットランドに自社工場を持ち、
もともとはシステム開発を得意としていたが、独
自パソコンを1983年から市場に投入。1987年には
32ビットマシンを開発、 LAN市場にも進出した。
1.5. コンピュータ技術標準化の試み
IBM社の市場における強力な立場は、標準の
世界でもデファクトとして通用してしまうほど
だ った。 英 国 標 準 協 会（The British Standard 
Institution）は、1986年の報告書において直截な
言葉でこの点に触れている。「英国経済の将来は
すべて国際情報技術の標準化の動向にかかってい
る、英国はこれに参加しなければならない。」と。
しかし、1987年、BSIは情報技術の標準化作業
の「量」のあまりの多さに驚くことになる。会員企
業内から集めた専門家を拘束する時間が日増しに
増大し、ついに専門家委員会の数が22に達して、
会員企業の中には標準化作業から撤退するか専門
家を引き上げるところが出てき始めた。手弁当で
はとても支えられない作業量だったのである。
おまけに実際の作業現場では市場支配力の大
きい企業、技術力のある企業の発言力が大きくな
ることは自然であり、英国系企業の立場が弱いも
のとなっていった。例えば、プリンターインター
フェイスの標準化について話し合うと言っても、
メンバーには英国メーカは一人も入っておらず、
外国勢が議論している。これでは国際標準化委員
会に「英国」の原案ではなく、ある特定の多国籍企
業の案を持ち込むことにさえなりかねない。
こうした経緯から、英国産業省は、メーカの総
意を代表するという基本姿勢を転換し、英国のコ
ンピュータ・ユーザを代表する方向で国際標準を
とりまとめて行くことを決意。ユーザにとって大
きな利益のあるOSIを積極的に提案して行くこと
となった。
1.6. 英国の産業政策
英国政府は、1988年から英国経済界を巻き込み
議論の沸騰したPLESSEY社に対する敵対的買収
事件へ一つの解答を与えることでナショナル・セ
キュリティよりも英国の経済発展を選び取ったと
言える。
SIEMENS社によるPLESSEY社の取得は同じ
ヨーロッパ域内企業であるとはいえ戦略産業とし
ての情報通信機器産業に外国企業が参入してくる
ことを意味しており、国防省も入って国論を挙げ
て議論がつづいた。しかし、結局、PLESSEY社
がヨーロッパ企業として生き残って行くためには
SIEMENS社との合弁しかないという経済派が国
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防派を抑えた。このようにして、英国は、自動車
産業についても、コンピュータ産業についても世
界一の技術力とマーケット力を有する外国企業と
の産業協力が英国企業の生き残りと英国経済の復
活のための最良の処方せんであることを明確に決
定したのである。
この時期に英国政府の自前のコンピュータ技術
育成計画であった ALVEYプロジェクトが大きく
縮小され、英国コンピュータ産業協会がその独自
の統計作成および標準化の活動を停止した。これ
は偶然の一致ではなく、明確な英国の産業政策の
結果である。
 英国のヨーロッパセキュリティへの関心は世
界的（グローバル）なセキュリティへの関心ほどに
は大きくなかったのかも知れない。これが中欧の
安全をもっとも大きな政策課題とし続けたフラン
ス、ドイツとのもっとも大きな差異であった。ド
イツ、フランスがようやく通信事業分野で1997年
を目標にナショナル・フラグ・メーカの民営化
という名ばかりの自由化を始めようとしている時
に、すでに英国には数多くの日米の世界的企業が
進出を終わっていたのである。
1.7. 企業の国籍問題
富士通社によるICL社の買収は予期されていた
とはいえ、EC委員会とフランス政府をあわてさせ
るに十分であった。問題はICL社の国籍の取扱で
あった。ドイツIBM社に旧東独でのIBM社製品の
無断コピーを見逃す代償としてヨーロッパ企業の
国籍を与えたことはあったが、昨日まで英国企業
だったところが夜があけると日本企業だというの
では彼らもかなり論理建に窮したにちがいない。
ヨーロッパ・コンピュータ企業としてサバイバ
ルするための最小規模に満たなかったICL 社のコ
ンピュータ事業は、いわゆる汎用コンピュータ部
門から撤退し同社の得意とするミニコンを中心と
する技術分野に特化するか、他の補完的な関係と
なるコンピュータ企業に全面的な支援を依頼する
しか道は残されていなかったと言われる。
1990年7月、日本の富士通社が STC-ICL社株式
の80% 取得を発表し、同社は後者の選択の道を
歩み始めた。
1990年11月13日、ICL社のボンフィールド会長
はブラッセルでの講演で、「民族差別がビジネス
の客観的評価に影響を与えるとすることほど馬鹿
げたことはない。関税障壁、ローカルコンテンツ
規制によっても、（EC政府は）ヨーロッパ・コン
ピュータ市場を外国企業から守りきれなかったで
はないか。」（ロンドンジェトロ資料）と述べ、EC
共同プロジェクトから同社を排除しようとする
EC委員会等の動きに釘をさした。
このボンフィールド会長の言葉は、1989年12
月末にSIEMENS社が64メガビット超々 LSI開発
で米国IBM社と共同研究を行う旨発表した際に
BAUMANN同社経理部長が「共同研究は相互にそ
れだけの研究遂行能力があって初めて成立するも
のでヨーロッパ地域内だけでそのパートナーを選
ぶべきだといった地域主義は R&Dの世界ではナ
ンセンスでしかない。」といった趣旨の発言を行っ
ている（電子工業月報第32巻第 5号 p.63）こととあ
いつうじるものがある。
EC幹部も、「PHILIPS社や他のヨーロッパの産
業リーダーの財政的・経営的危機によって、EC
プログラムの価値や目的が疑問視されている。富
士通社によるICL買収や日本企業の欧州内におけ
る製造能力の拡大にともなって、ECの助成を欧
州所有の企業だけに限定することが難しくなって
きた。（ロンドンジェトロ資料）」と述べ、EC研究
開発プログラムを域外企業にもオープンとしてい
く方向をすでに1990年末の時点で表明していた。
しかし、1995年当時、ECプロジェクトに参加
を認められた日系企業、日本企業は1社もなかっ
た（在ブラッセルEC日本政府代表部）。
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第二章 フランスのコンピュータ産業
2.1. 官製コンピュータ開発（Plan CalculとCII社）の
歴史
第二次大戦中、北半分をドイツ軍に占領され、
南半分に親ドイツのVichy政権が成立。対独協力
とレジスタンスに国民が2分されてしまった心理
的葛藤を背景として、大戦終了後に、フランス
は、強い国家を追い求めた。外敵の脅威から国民
を護るのは物理的なマジノラインではなく、国際
社会で独自の外交を展開するためのより強い政治
的イニシアティブと、そのイニシアティブを支え
る独自の経済力、そして、なによりも強い戦略的
軍事力（核戦力）の保有だというド・ゴール主義が
国民の支持を得た。
アルジェリア危機を直接の契機として、1958年
に、フランスは第三帝国の国体を参考にしたと言
われる強い大統領と行政府の優位を掲げる第五共
和制国家に移行する。1959年1月、大統領に就任
したドゴール将軍は、米ソの核の脅威から自国を
守るため、独自の技術による水爆、戦略ミサイル
および原子力潜水艦の開発を決定した。
1960年2月13日、フランスはサハラ砂漠で最初
の熱核爆弾実験に成功。フランスは米ソ対立の深
まる中で独自の栄光への道を歩み始める。
こうした高度の戦略兵器の開発には大型高速の
計算機が必要不可欠であった。英、米が1944年に
着手した国家目的遂行のための電子計算機開発競
争においては、フランスは10数年遅れていた。フ
ランス政府は、水爆開発のために必要な高速科学
技術計算機を米国に発注した。しかし、当時の米
政府部内では核不拡散議論が高まっており、水爆
開発に使用される怖れのある計算機の輸出は認め
られないとの結論がフランスに伝えられた。米の
禁輸措置に驚いたフランス政府は、経営悪化から
すでに1964年に米国のGE社の傘下に入っていた
Bull社を無視して、フランス人の手だけによるコ
ンピュータ開発計画、“Plan Calcul （1966-70）”の
実施を決定する（しかし、後になって、くだんの
米国製コンピュータはフランスへ輸出されたとい
う）。
ドゴール将軍の側近達は、兵器の開発・調達と
同じ方式でやることをあらかじめ決めていた。し
たがって、担当省庁は工業省ではなく、研究省と
軍需省だった。
政府が開発仕様を一方的に決定し、開発資金を
提供するだけでなく、完成した機械を長期間にわ
たって政府が調達するという方式だった。電子計
算機の開発も政府主導で行うというわけである。
つまり、“Plan Calcul”は、フランスの原子力開発
政策のコンピュータ版であった（原子力潜水艦用
の小型原子炉技術の供与に関する米仏間の交渉と
それ以降のフランスによる独自開発決定の過程も
よく知られている）。
集められた企業は、IBM社の360シリーズの
成功を見てコンピュータ市場に参入を望んでい
たThomson社とCGE社、そして大学からスピ
ンオフしたF-H.Raymondの率いるSEA社（後に
Schneiderグループ傘下に入った）だった。
当時のフランスにおけるコンピュータ市場は、
GE社に買収されたBull社、米国IBM社の100%子
会社のフランスIBM社によって大半をおさえられ
ていた。Plan Calculは、仏製のコンピュータ開発
という大義名分の下に、慎重にBull社のアーキテ
クチュアともIBM社のオペレーティングシステム
とも共通製のない（一部分コンパチ仕様があった）
コンピュータを指向した。
開発実施のために、ドゴール将軍は、NATO
のGHQをフランスから追い出した後の同じ
敷 地 内（Roquencourt） にCII 社（Compagnie 
International pour l’Informatique） とIRIA 研 究
所（Institut de Recherches en Informatique et en 
Automatique）を1966年から67年にかけてあいつ
いで設置した。フランス全土の科学・工学系グラ
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ンドゼコールから最優秀の学生と教官が引き抜か
れ、配置された。人員数は一時6000名に達した。
CII（セードゥージーとフランス語では発音され
る） 社にはCAE社（Thomson社に買収されたCSF
社の子会社）、SEA社（Schneiderグループ）および
CECIS社（CGE社の子会社）が参加した。GE傘下
だったBull社は外された。
開発目標はIBM360シリーズの中型～大型機レ
ベルのものと設定された。このあたりの機械への
需要が政府部内でももっとも大きいと予測された
ためであった。科学技術計算用のコンピュータ開
発は明記されなかった。
1967年、CII社は独自の計算機 “Irisシリーズ”
の開発にはやくも成功した。中型のIris45、50と
60、それにどういうわけかOSが異なる大型機の
Iris80だった。Iris80はOSが中型機シリーズとは
別のものでコンパチビリティがなかった。
政府は大量にこれら仏製の計算機を買い上げ、
政府部内に設置し、一部は、東欧諸国向けに政
府直接援助の一環として回された注４。このよう
に政府調達は当初の約束どおり実行されたが、民
間市場においてほとんど実績のなかったCII社は、
IBM社、Bull社等の民間企業の敵ではなく、商業
的にはうまくいかなかった。
フランスは1968年8月24日、南太平洋で水爆実
験に成功し、ドゴール大統領が望んでいた核カー
ドを手に入れる。その後、カルチェ・ラタンで
の学生騒動（1968年5月）に端を発した政治危機は
1969年4月にドゴール大統領を引退においこむ。
1970年1月、第一次Plan Calculの終了と同時に、
CII社への政府負担を軽減するため、仏政府は西
ドイツ政府に接近し、コンピュータ技術開発、生
産・販売でCII社と独Siemens社との間に協力協
定を締結させた。しかし、これも何ほどの成果も
あげられなかった。
1971年にスタートした第二次Plan Calculでは
CII社の国際化と体質強化が課題とされた。1973
年、その回答としてUnidata社がCII社、Siemens
社および蘭のPhilips社の3社のコンピュータ事業
を統合する形で発足した。超大型計算機開発プ
ロジェクトと1800万台のターミナルを接続した
telematiqueプロジェクトがスタートした。しか
し、結果は技術的にも失敗に終わり、1975年12月
19日、Unidata社は解散した。
ここにフランス国家による独自のコンピュータ
技術開発政策は完全に終焉した。
1976年、政府はGE社から事業をひきとっ
たHoneywell社 の 子 会 社 と な って い たBull
（Honeywell-Bull）社 の 持 ち 株 会 社、Machines 
Bull社の持分の大半を取得し、CII社と合併し、
CII-HB社とした。これでようやくフランスにナ
ショナルフラグ・コンピュータ会社が1社だけと
いう政府が望んで長い間はたせなかった体制が確
立した。
1983年、ミッテラン大統領はBull社の97%を国
有化。1985年、最初の原潜Inflexibleが進水。ド･
ゴール将軍が夢に見たコンピュータと原子力潜水
艦の開発は社会党政権下で着々と進展。しかし、
赤字を出し続けるコンピュータ企業をいつまでも
そのままにしておけるはずもなかった。1992年に
IBM社の出資を仰ぎ、1995年に49%の民営化が実
施された。
1999年には、フランス最初の原子力空母
Charles-de-Gaulleが就役予定だったが、この計画
は2年遅れ、2001年に就役した。フランスの栄光
を担うはずだった情報処理技術政策は主人公不在
のまま現在もEUフレーム研究開発プログラムの
一部として進行中である。
（注４） 東欧諸国のソ連離れが決定的となった1990年にブタペストで若いころに仏製コンピュータの訓練を受けたと称するコンピュータ技術者
の何人かと面談した時、彼らが今もフランス語を流暢にしゃべれることに驚いたものであるが、Plan Calculが政府主導だったからこそ
こうした技術者養成のためのODAも幅広く行われたに違いないと確信される経験であった。
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2.2. Bull社のおいたち
1921年、後のBull社の名前の由来となったノル
ウェー人、Fredric Rosing Bullがパンチカード式
統計計算機の特許を取得。第一次大戦中に生命保
険会社に勤務していたBull技師はIBM表計算機の
レンタル料金があまりに高額だったことからもっ
と性能の良い機械を自分で開発することを上司に
進言し受け入れられた。しかし、彼は1921年にオ
スロのガン研究所に自分の特許を残して世を去る。
この特許がスイス・ベルギー人の資産家に売却さ
れ、最後にCallies家の手に落ちる。Bull社のオー
ナー経営者として君臨することとなるJean Callies
と、後のJoseph Calliesは、現在タイヤ会社とし
て有名なミシュラン社のEdouard Michelinの娘婿
の血筋で、当時、文具・紙製品会社のPapeteries 
Aussedat社のオーナーだった。当時のCallies一家
は、IBM社がパンチカードを全量自社供給として
他社の参入を許さないことに反感を抱いていた。
1931年、Bull表計算機の製造販売のためH. W. 
Egli Bull社が設立され、1914年入学のポリテクニ
シャン、Georges Vieillard氏が技師として入社、
経営者として非凡な才能を開花した。1933年、代
表取締役となったGeorges Vieillard氏は、Bull社
をCie. des machines Bull社に社名変更し、ちっぽ
けな中小企業を1960年までの30年間に世界的な大
企業に育てあげることとなる。
Fredric Rosing Bull技師が残したパンチカード
方式の計算機システムのアイデアはこのように
してMachines Bull社の手によって商業化される
こととなった。IBM社は後にこの方式の基本特許
権をめぐり提訴、ヨーロッパ市場を賭けた係争と
なった。結局、Bull社が最終的には勝ったが、こ
の特許係争を通じて、同社はパンチカードだけ
では技術的にたちゆかないことを理解し、独自の
カード計算機の開発・販売を決意した。ここに、
IBM製マシンとノンコンパチブルなBull製計算機
が誕生することとなった。
2.3. 初期のBull社と政府の関係
Bull社は、家族経営の非公開会社として出発し
ており、政府とは一定の距離を置くという基本姿
勢を貫いてきた。この経営姿勢は義父の経営する
ミシュラン社にも共通するものである。例えば、
Bull社は戦前からパリの北駅近くに自前のコン
ピュータ技術者養成学校を有しており、公的な学
校教育にあまり過大に依存しないで、必要な人材
は企業内で育成し、自前で教育し、従業員を育て
てゆくという共同体家族的なまたは家父長的な色
彩の強い企業だった。
第二次大戦が始まった時、Bull社は政治には一
切関係せず、あくまで一私企業の立場をとって
レジスタンスへの協力は行わなかった。その後も
戦後の復興過程で政府の私企業への干渉と介入を
もっとも嫌ったのは、このような家族経営企業の
オーナー達であった。このため、1959年にドゴー
ル将軍がフランス第五共和国大統領に就任した際
に、Bull社はいごこちの悪さを感じたという。
Bull社の技術は機械式のパンチカードシステム
から出発しているが、戦後、電子化の波にうま
く乗ったことが黄金の1950年代を現出した。1951
年に民生用のUnivac 1が完成し、1952年以降の米
国市場を席巻することとなったちょうどその時に
Bull社も半導体を使った電子化計算機の第一号機、
Gamma 3をリリースした。この機械はIBM製の同
等の表作成機より50%も性能が高く、商業的に大
成功だった。その秘密は、これに採用された電子
回路にあった。プリンターなどの機械部分との接
続が容易で、プログラム化が一部可能だったので
ある。米国のBurroughs社、NCR社、Remington 
Rand社などの製品の一部にも組み込まれたほど
であった。1956年にBull社は“Gamma Extension 
Tambour”を完成した。この機械はプログラムを
内蔵する本来の意味での電子計算機だった。世界
30か国に輸出され、Bull社の株式はパリ証券取引
所の優良銘柄としてもてはやされた。
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2.4. 挫折と再建への努力
1958年のドゴール将軍の大統領就任はCallies一
家にとっては晴天の霹靂だった。
ドゴール主義とはっきり一線を画してきたBull
社にとって苦難の時代が始まる。
30年間会社を率いてきたGeorges Vieillard代表
取締役の引退によって非凡な才能の経営者を失
い、規模のメリットをいかしたIBM社の追撃の前
に、Bull社は最初で最後の大きな技術上の過ちを
おかした。
1957年に発表され、1961年に1号機がリリース
されたGamma 60の失敗である。顧客ニーズを満
たすハイエンドマシンとして市場に投入された
Gamma 60は磁気ディスク装置など、最先端の技
術をいたるところに駆使していたものの、大型の
汎用コンピュータシステムに必要な基本プログラ
ム（オペレィティング・システム）の考え方が完全
に欠落していた。IBM社は“1401”で既存の表計算
機械の需要を取り込むことに成功した。既存の機
械式計算機の機能をそのまま置き換えることがで
きたからである。機械式の表作成機はつぎつぎに
IBM社製の電子計算機に駆逐され始めた。機械式
計算機の時代は終わったのである。
確かに、Gamma 60の個々の技術は世界最高水
準を誇っていたが、Bull社は機械式計算機の技術
を捨てきれなかった。技術的には高度だったが市
場調査段階で失敗した超音速旅客機のConcorde
と同じで、商業的には失敗だった。
さらに、膨大な資本を必要とするレンタル制度
に中小企業的色彩を残したBull社がなじまなかっ
た面が指摘できる。これは後にNixdorf社が倒産
する原因ともなるが家族経営の隘路は資本調達能
力の弱さであった。
最大の競合相手だったIBM社は、単体機械での
販売を行わずレンタルしか認めないことで市場を
着々と手中にしていた。この時代、仏政府はIBM
社の銀行、証券、政府への浸透をいっさい妨害し
なかったと言われている。
1962年にはBull社の利益水準は200万フラン、
全売上の1%にまで落ちた。
2.5. ジスカール・デスタンの選択
1963年、Bull社の危機は仏政府のレベルに達し
た。Bull社が経済大蔵省に1億フランの外国起債
の許可とCredit Nationalからの4500万フランの緊
急融資を求めて来たのだ。当時のジスカールデス
タン経済大蔵大臣の回答はフラットにネガティブ
だった。資金調達に窮したBull社には死刑宣告も
同じだったという。
メインバンクのBanque de Paris et des Pays-
Bas（後のミッテラン大統領政府による銀行国有
化の際にフランスを脱出したことで有名）が、役
員を送り込んできた。詳細な会計バランス表が作
成され、1963年と1964年の2年間で累積損失が1億
7000万フランに達するものと見込まれた。
誰の目にも政府の出番だと思われ、Bull社は技
術開発費の政府負担の増加と政府調達面での優
遇を要請した。要請がいれられなければ、米国企
業への支援（身売り）を要請する意図を隠さなかっ
た。GE社から20%の資本参加の内諾を得ていた。
しかし、ここでもジスカールデスタン経済・大蔵
大臣は頑としてJoseph Callies会長の申し出をは
ねつけた（この背後にはD’Estemp家とCailles家の
歴史的な確執があったともいわれている）。
そして、仏政府の調停案が示された。当時、
IBM社のコンピュータ事業の成功に刺激されて市
場参入を検討していたフランスの大手電気メー
カ、CGE社、Thomson社、CSF社にBull社の資本
を譲渡するというものだった。しかし、未曾有の
経営危機に呼び戻されていたVeillard元社長が選
んだ売却先はGE社だった。彼は、フランス政府
の調停案に傾きかけていたCailles会長を説得し、
GE社との交渉をあらためて粘り強く継続した。
結局、仏政府が承認することとなった再建案
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は、Bull社とGE社がいくつかの子会社に出資し
あい、開発・生産部門はBull社が支配権を保持
し、販売部門はGE社に経営権を渡すというもの
だった。GE社は全発行株式の三分の二を取得し、
Bull社製品のすべての販売権を手中にすることで
経営を完全に自由にすることができた。
仏政府は開発・生産という産業技術部門をフラ
ンス側に残すことで既存技術の温存と次世代技術
の開発への影響力の行使が可能と読み、GE社は
販売権さえ手に入ればBull社の技術など最初から
必要ないという考えであった。
1963年12月から1964年4月14日まで続いたBull
社の危機は、こうしてGE社の経営全面参加に
よって一応回避された。しかし、結果的に見れ
ば、産業政策の常として、フランス政府の選択は
足して二で割る中途半端なものだったことがわか
る。
2.6. GE社への売却と国有化
GE社の資本参加は、Bull社の1963年までの累
積損失を解消し、Bull社に再出発の機会を与えた
がBull社の再出発に必要な技術開発資金はそこか
らは引き出せなかった。GE社にとってはBull社
の欧州における販売ネットワークの取得こそが重
要であり、Bull社の次期コンピュータの開発費用
を負担するつもりは最初からなかったのである。
この時以来、Bull社は自社資産の外国企業へ
の切り売りによる資金調達とフランス企業と
しての独自の経営権維持とのジレンマに常に
悩まされ続けることとなる（Jean-Pierre Brul
“L’informatique malade de l’Etat”）。
事情は仏政府内部でも同じであった。コン
ピュータ技術が国防技術かどうか、戦略技術か
どうかをめぐって不毛な論争を続けている間に仏
民族資本のコンピュータ産業がつぎつぎに米国多
国籍資本の手に落ちていき、そのたびに多額の税
金を投じて技術力の十分でない｢国策会社」にてこ
入れを行うというイタチごっこの繰り返しであっ
た。
政府が1966年に設立していた国策会社CII社の
コンピュータ技術の温存と民生部門への移植とい
う観点から見れば、CII社とBull社の合併構想は
意味のあるもののように思える。しかし、政府が
両者の合併に踏み切るのは1976年。すでにBull社
生え抜きの優秀な技術者の多くがGE-Honeywell
支配の下で技術展望を失い、職場を去った後で
あった。
CII社とHoneywell-Bull社の合併によってフラ
ンス政府が51%の株式を保有するナショナル・
フラグ・チャンピオン企業CII-HB社がようやく
1976年に誕生した。時代はすでに電子計算機技術
の時代から通信と融合した「情報処理技術」の時代
へと大きく転換しつつあり、政府のあいつぐ増資
によってもまかないきれない技術開発コストの幾
何級数的な増大という局面にCII-HB社は直面し
ていたのである。
国有化が1961年のBull社の最初の経営危機の際
に行われていればという指摘は、その後のフラン
ス情報処理産業政策の無策をマスコミが攻撃する
ためにいつも持ち出す仮定論である。
最大多数の最大幸福を目指すフランス政府は、
プライベイトな産業資本の巨大化を常に怖れ、そ
の直接的管理のために国有化を目指し、産業界の
抵抗が大きくて国有化が困難な場合には、外国系
資本を導入することで国内経営陣を牽制し、彼ら
を政府に対して無害化してしまうという毒をもっ
て毒を制する政策を繰り返してきた。そこには
産業技術を支える技術者（エンジニア、テクニシ
アン等）の介入する余地はほとんど残されていな
かった。
2.7. IBM社の経営参加
同じことがほぼ15年後の1992年におきた。今回
は次第に影響力を強めつつあった技術提携先の
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NEC社との関係を宿敵IBM社と手を握ることに
よって緩和しようとする毒をもって毒を制する政
策であった。ただし、この時までにBull社はCII社
と合併、国有化されており、Bull社の経営のかじ
取りは政府そのもの（クレソン首相）が行っていた。
1992年1月28日（火）、スイスの保養地ダボスで
世界経済人会議が開催されているタイミングをね
らって、IBM社とBull社の世紀的な企業協力関係
合意のニュースが流された。
RISCプロセッサの共同開発を柱とした、資本、
技術面での全面協力合意のニュースは各方面に好
感をもって迎えられた。
スイスの一般大衆紙も経済欄に「Bull社、再建
に向けIBM社と提携」との見出しで大きく報道
し、業績の低迷してきたBull社にとってIBM社
は「救世主」となるだろうとの見方をとっている。
また、クウォリティ・ペーパの一つである LE 
JOURNAL DE GENEVE 紙は経済欄に約半ペー
ジを割き、本件に関する記事解説を含め、詳細な
報道を行った。
（1）IBM社との技術提携の内容
Bull社は、異機種接続可能のRISCプロセッサ
開発技術をIBM社から導入する。これにより、
同 社 はIBM社、APPLE社 お よ びMOTOROLA
社で構成されるRISCオープンシステム共同開発
グループの一員となる。IBM社は年間15万台の 
IBMコンパチ・ポータブル・パソコンをBull社の
米国子会社であるZENITH社に今後4年間にわた
り生産委託する。また、フランス国内のBull社
ANGERS工場に対して年間1000万ドル程度のコ
ンピュータ部品等の生産発注を行う。
（2） 資本提携関係の内容
IBM社は、Bull社の親会社であるMACHINES 
Bull社の増資分を買い取り、5.7%の持ち分（約
130億円相当とみられる）を取得する。
（3） 提携にいたった経緯と背景
フランスの電子関係専門誌および L’EXPRESS 
などの雑誌記事の伝えるところによれば、今回の
IBM-Bull社技術提携にいたるまでに一時、フラン
ス政府は米国ヒューレット・パッカード（H/P）社
へのアプローチを図っており、最終的にはミッテ
ラン大統領がみずからBull社の将来のパートナー
を決めたとされている。
また、Bull社は、UNIXベースのRISCプロセッ
サ開発技術を有していなかったため、90年代に
急速に発展しつつあった高速ワークステーショ
ン市場（ダウンサイジング化）への対応が遅れて
おり、RISCプロセッサ開発能力を有するIBM
社、H/P社、Sun社、Mips社 ま た はDIGITAL-
EQUIPMENT（DEC）社の5社のうちいずれどこか
と技術提携し、ノウハウの蓄積を図ることが急務
とされていた。Mips社とDEC社はすでにパート
ナーがいたため、候補としてはIBM社、SUN社
およびH/P社の3社が残された。
Bull社の経営陣は、本社機能をカリフォルニア
州から大幅にフランス国内に移転し、組立工場も
設置している親フランス派のH/P社にアプローチ
を開始した。
ところが、IBM社と米国APPLE社による1991
年7月のRISCプロセッサ開発をめぐる技術提携合
意のニュースがBull社内とフランス政府部内に大
きな衝撃を与えた。
これまでIBM社は独自の技術蓄積をバックグラ
ウンドとした孤高の世界戦略を展開しており、他
社との相互互恵的な技術提携の実績がなかった。
しかし、RISCプロセッサ開発のような高度マ
イクロエレクトロニクス技術への開発投資のマグ
ニチュードは、すでに民間航空機開発がそうで
あるとおり、世界市場の70%を支配するとされる
IBM社にとっても単独企業として簡単に投資回収
できるレベルをはるかに越えており、さらに、相
互接続を前提とする標準化アーキテクチュアを
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開発することは一社だけによる単独開発よりも設
計・開発段階からある程度の市場支配力を有する
有力な複数の企業が集合して実施した方がリスク
分散というメリットだけでなく、将来市場の確保
という面からより大きなメリットが期待されると
いう判断がIBM社を他社との技術提携に踏み切ら
せたのだ。一度、他社との関係に踏み出してしま
うと、IBM社にとって、ヨーロッパUNIX市場で
もっとも大きなシェアを有するBull社は企業協力
先としてかっこうの標的となった。
問題はフランス政府部内にあった。
フランスのコンピュータ産業政策が独自核戦力
保持のドゴール主義から出ており、いざという時
に先端技術の確保が覚束ない外国企業への技術依
存があらためて問題とされたのである（中野、「読
む事典フランス：フランスの科学・技術」、三省
堂刊）。
しかし、時代は大きく展開し、市場はすでに一
社独自のOS支配から離脱し、異機種相互接続要
求という形で異なる機種相互の接続なくしては商
売がなりたたない状況となっていた。
IBM社の経営戦略の転換を敏感に察知し、Bull
社の大型コンピュータ技術のOPEN SYSTEM化を
も視野に入れながら当面のRISCプロセッサ開発分
野での技術提携を推進したのはBull社に関する経
営責任を負わされている工業・経済省であった。
同省は、日本の通商産業省の機能をフランス政
府内に導入するため、クレソン首相就任時にミッ
テラン大統領の肝いりで設置された実力派官庁
とされているが、我が国で使われている産業政策
という言葉の意味するところとフランス語のポリ
ティク・アンドゥストリエルの意味するところが
月とスッポンほどの違いがあるようにフランスの
工業・経済省の産業政策も日本のそれとは大きく
異なっていた。
それはさておき、本件についても、フランス工
業・経済省は、一企業の経営責任に深入りしてし
まったとの批判が経済学者の中から沸き起こって
いる。
とまれ、フランス工業・経済省はBull社再建の
もっとも近道となる現実的な選択をとった。
一方、本社機能をフランスに設置し、親仏的
経営で知られているH/P社との提携を推進してい
たクレソン首相のお膝元の首相府では宿敵（だっ
た）IBM社との提携はこれまでのフランスのコン
ピュータ産業政策そのもの（例えば、過去にプラ
ン・カルキュル等のナショナルプロジェクトを実
施し血税を注ぎ込んできた事実）を全面否定する
ものとなりかねないとして強く反発、1991年10月
以降もBull社とH/P社との交渉をサポートしつづ
けた。
Bull社のLORENTZ会長は、「我々は、（技術提
携を）乞われる立場となった。」と後に述懐してい
るが、IBM社にとってもH/P社にとってもヨー
ロッパ統合市場への入場券付きの今回の技術提携
話は経営戦略の根幹に触れる重要な問題であり、
なんとしてもBull社パートナーの地位を得ようと
努力した。
フランス側はここでもうまく立ち回った。両社
に提示する技術提携条件をつぎつぎに引き上げは
じめたのである。
Bull社の膨大な累積赤字による手元流動資金調
達の困難を軽減するため、工業省が提示したの
は本来技術提携とは無関係だったはずの資本参加
であった。最初は4%、5%を提示、最後には10% 
（230億円）にまでつりあがったという（結果的には
5.7%で決着）。
つぎに米国ZENITH社で生産しているIBMコン
パチパソコンの今後4年間にわたる15万台ペース
での買取義務、ロワール河畔のANGER市（1991
年、通産大臣4極会合が開催された町）にあるBull
社工場への優先発注。そして、最後に、EC政府
から見離されフランス政府最大のお荷物とまでな
ろうとしている半導体企業SGS-THOMSON社か
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らの半導体製品の優先的買い付け条項が提示され
た。工業・経済省は国営コンピュータ企業と国営
半導体企業の抱き合わせ販売を迫ったのである。
おいしいところだけのつまみ食いは許さないとい
うわけだ。
1992年1月28日、記者会見に臨んだクレソン首
相は今回のIBM-Bull社の提携が極めて満足すべき
内容であると述べた。
2.8. 1995年のBull社の売却（民営化）
（1）　Bull社の民営化パートナー捜し
Bull社の民営化は94年の決算が明らかになる95
年3月以降となる。95年に20億フラン、96年には
15～ 20億フランの増資が必要となった。しかし、
これはEC委員会との関係から民営化後でなけれ
ば実施できない。94年の決算をいかにバラ色に変
えられるかが民営化の最大の課題。赤字企業の株
式を公開しても誰も買わないから。
民営化後も、仏政府が30%、France Telecom
が17%の株式を確保し、フランス政府の指導が経
営のすみずみにまで及ぶことが確実と見られてい
た。これは、Renault社とVolvo社の合併の際にも
仏政府とスウェーデン国民の最大の争点となった
が、投資家は基本的に政府のこうした介入を嫌う
傾向にある。結局、Renault社とVolvo社の合併話
は白紙還元となった。
Bull社と20年来の関係にあり大型機を供給して
きたNEC社が1995年当時の4.43%の持ち分を15%
に増資してくれるものとフランス政府は期待して
いた。Motorola社の資本参加もフランス政府は
歓迎の意向だった。過半の株式を手中にして経営
権を握りたいMotorola社とNEC社との関係が微
妙とみられており、ここでもフランス政府の毒を
もって毒を制する戦略がにじみでていた。
（2）  仏政府がBull社の民営化手続きを正式に
公示
1994年11月20日付けの官報に経済省から随意契
約による民営化手続が公示され、Bull社の民営化
が秒読み段階に入った。まず10%以上のシェア取
得を希望する候補者は12月9日までにその意思を
届け出、民営化委員会の書類選考を受け、最終応
募者となった者がさらにBull社の資産内容を詳細
に検討し6週間以内に取消不能の応募書類を提出
する手続となる。
これで、株式の公開市場での売却はなくなっ
た。いずれにしても、仏政府が経営権を手放さ
ず、赤字企業であってみれば誰も株式を購入しな
いのだから。
（3）　Zenith Data Systems社の収益が回復
Bull社が買収して以来、一度も黒字を出したこ
とがなく、不採算部門との評価が定着していた
Zenith Data Systems社が、Bull社の民間企業へ
の売却が進められているこの時期になって黒字転
換を果たした。
同社の収益改善は、同社が力を入れてきたノー
ト型パソコン市場の好況と人員削減によるコスト
減によるものと公式には説明されているが、独の
Nixdorf社が倒産直前の時期まで大幅黒字を粉飾
していたように、欧州企業のこうした黒字転換は
ほとんど数字の上だけの茶番であり、株式市場関
係者は誰も信じていない（欧州資本主義では情報
操作は通常の経営テクニックであり、だまされる
投資者がバカということにされている）。
（4）　Bull社の次期大株主への応募者
日本のNEC社、米国のAT&T社（代理人名義
のQuadral社が申請、後に取り下げ）、 IBM社、
Motorola社、シンガポール企業のIPC社等が10%
以上の株式取得のための手続（大株主手続）を申請
した。こうした大手企業のほかに、Sequent社が
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名乗りをあげていた。
（5）　Bull社の損益バランスが改善、民営化に
青信号（?）
1995年2月15日、フランス政府のE.Alphandery
経済大蔵大臣はBull社の民営化スケジュールを遅
らせる何の理由もないと発言。これは、同社の
売上が89年以来5年ぶりに299億フランと対前年比
でプラス5.9%の増加となり、営業ベースでは4年
ぶりの黒字転換を果たしたことを念頭においた
もの。損益バランスの悪化に歯止めがかかったこ
とで民営化に遅れの出る恐れはなくなったと強気
の発言であるが、この裏には自由な（何を計上し
てもいい）企業会計の原則が貫かれていることを
忘れてはならない。こうした政治的発言は株式市
場、経済人をかえって民営化から遠ざけてしまう
効果しかない。
第三章　ドイツのコンピュータ産業
3.1. コンピュータ開発の初期の経験
電子計算機（コンピュータ）を最初に開発した
国として米英がよく知られている。しかし、1930
年代のドイツにおいて、ベルリン工業高校の学
生だったKonrad Zuse氏（1910年、ベルリン生）が
英国のGeorge Boole氏の考案したBoole代数学を
ベースにした電気･機械式の自動計算機を開発し
ていたことはあまり知られていない。
1936年にZuse氏が開発に着手したZ3（Z1, Z2
の後継機、1941年に完成）は、ちょうど同じこ
ろ、1937年に、ハーヴァード大学がIBM社の協
力を得て開発に着手した初期の電気･機械式計算
機（Automatic Sequence Controlled Calculator
（ASCC）、1944年に完成）とほぼ同じ設計性能
だったが、実測された計算速度は先に完成した
Z3の方が勝っていたという。例えば、Z3は、掛
け算では一回のオペレーションに約3秒とASCC
と同じ速度を得ており、引き算では、ASCCの0.3
秒に対して、わずか0.07秒という驚くべき高速性
能を発揮していたのである。
また、開発費用も米国のASCCが40万ドルを投
じたのに対して、Z3ははるかに少ない予算しか
与えられていなかったという。
Z3の発展型にあたる電気･機械式の自動計算
機、Z4が1942年にハインケル社の航空設計部門
で使用されたという記録が残っているようであ
る。
しかし、リレー式のこうした電気･機械式計算
機の計算処理速度は、その後に出現することと
なる全真空管式の電子型計算機に比べると数千倍
から数万倍遅く、Zuse氏を中心に独航空試験所
（GEAI）、Darmstadt工業高校、Charlottenburg
工業高校などが協力してドイツにおける最初の全
電子式計算機の開発も試みられていた。
1942年 に はCharlottenburg工 業 高 校 のDr. 
Schreyer氏が中心となって特殊な設計のテレフ
ンケン社製真空管をユニットとするバラックモデ
ルが完成したとされている。しかしながら、戦況
の悪化からDr. Schreyer氏が軍隊に招集され、航
空試験所などからの助成も打ちきられるという状
況となり、ついにドイツにおいては全電子式の計
算機は日の目を見なかった。
戦後の空白期間を経て、1954年にシーメン
ス社が電子計算機開発に着手し、1956年には
Siemens2002型計算機が出現した。全トランジス
タ式の2002は1秒間に2000回の計算処理ができた。
入力装置としてパンチ・テープあるいは磁気テー
プを使うことができた。出力装置はパンチ・テー
プあるいはテレタイプのどちらかを選べるように
なっており、テレタイプを使うときれいな印刷出
力が得られたという。
2002型の後継機種として登場した3003型はマル
チ・タスク、マルチ入出力の機能を有しており、
オフィス用コンピュータとして成功した。303型
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は3003型を種々の機器の直接制御用にしたもので、
工場のプロセス制御に威力を発揮したという。
1970年に登場したシーメンス社の4004型コン
ピュータはヴァーチュアルメモリー機能を搭載し
ていた。このころから磁気コアメモリーがICメモ
リーに置き換えられたが、シーメンス社は戦前か
らの真空管製造技術の蓄積の上にトランジスタ、
IC分野にも巨大な投資を行い、ヨーロッパ最大の
ICメーカの地位を確立しており、こうした半導体
技術がドイツのコンピュータ産業の技術水準を国
際レベルに高めるのに大いに貢献した。
シーメンス社は1964年に米国のRCA社とコン
ピュータ分野の特許とノウハウの相互利用契約
を締結したが、1970-71年にRCA社が民政用コン
ピュータ開発から撤退したため、フランスのCII
社と技術協力契約を1972年に締結した。1973年に
はPhilips社を迎えてヨーロッパ版のメインフレー
ム開発を目的にUnidata社が設立されたが1975年
に解散した。
3.2. シーメンス社
ドイツのシーメンス社は、電子、通信、エンジ
ニアリング分野でヨーロッパ系企業として最大の
規模を誇る企業グループである。
コンピュータ分野でも、1995年当時において
は、ヨーロッパIBM社についで、メインフレーム
からパソコンまでを幅広く供給することのでき
るヨーロッパ最大のメーカーだった。シーメンス
社が供給するメインフレームは、IBM互換性のな
い独自の機構をもち、独自のOperating System
（OS）で動いた。下位の小型機種にもシーメンス
社の独自のOS体系が採用されており、大型機か
ら小型機まで同一のOS環境で操作することが可
能だった。パソコンはシーメンス独自のシステ
ムとの接続性だけでなく、IBM社製品とのコンパ
チビリティがあった。小型機種にはこうしたIBM
互換の機能と同時にシーメンス社独自のUNIX
（SINIX）を使用するための機能が用意されていた。
シーメンス社は日本の富士電機製造社との戦
前からの技術提携関係を1956年に回復し、コン
ピュータ部門については富士通社と技術協力関係
にあった。その後、富士通社からIBM社互換のメ
インフレーム機種のOEM供給を受け、IBMコン
パチブル市場にも進出した。
同社は、1989年、経営不振に陥ったオフコン・
メ ーカ、Nixdorf社 を 買 収 し、Siemens-Nixdorf 
information systems社が誕生した。これはNixdorf
社の累積債務を整理するため、シーメンス社のコ
ンピュータ部門を帳簿上だけ分離した会社で、実
質的にはシーメンス本社と一体であった。
1992年1月16日、ミュンヘンでHeinrich von 
Piererシーメンス社副社長（当時、後社長）が記者
発表したところによれば、同社の1990/91年度（9
月決算）連結決算全体では大幅な利益増（約1430億
円）を記録したものの、景気減速等の影響から同
社の半導体部門が約400億円（5億ドイツマルク）、
コンピュータ部門のSiemens-Nixdorf Information 
（SNI）社が約630億円（7.81億ドイツマルク）の赤字
をそれぞれ計上したとされている。
SNI社は1990/91期に前年比2%増の総売上高約
9680億円（121億ドイツマルク）を記録したものの、
営業損失として約630億円の赤字を計上した。こ
のため、Nixdorf社から引き継いだ累積損失がさ
らに膨らむこととなり、結果的に1991年末で累積
損失は約1260億円（15.8億ドイツマルク）に達した
とされている。
このように、シーメンス社内においては、自動
車部品、原子力、鉄道車両部門などの収益部門が
半導体からコンピュータ・通信までの赤字部門を
支えるという成長産業インキュベータとしての巨
大産業グループとして1990年代のダウンサイジン
グを乗り切ろうとしていたことが読み取れる。
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3.3. ドイツの産業技術政策
旧西独の産業技術政策は戦後一貫して「市場経
済メカニズム」と「R&D主体の自律発展」を促進す
る方向に機能してきた。
これは戦後西独の社会・行政制度に地方分権化
が導入されたことと無関係ではない。できるだけ
中央集中型の社会・経済体制から遠ざかろうとの
強い意思がそこにあった。戦前のドイツを規定し
たプロシア主義の中央集中型の政治・行政機構を
換骨奪胎していち早く自国のものとしたのはド・
ゴールのフランス第5共和国であった。
フランスの産業技術政策は科学研究優先の国
家方針の前に航空・宇宙等の一部の分野を除いて
どちらかといえば戦後ながい間つねに劣後におか
れ、政府調達と企業集中化が産業政策の基本ツー
ルとされてきた。このようなターゲッティング・
ポリシーはその周囲に位置する各職種別に設置さ
れた工業技術センター等への政府支援をおざなり
なものとし、ひいては近代産業構造そのものを支
えるべき中間財産業分野（鋳鍛造、電子部品、精
密機械部品等）および非戦略的最終需要機械産業
群（大衆カメラ、バイク、家電等）そのものを壊滅
させてしまうという結果を見た。
対日強硬派として知られるクレソン・ヨーロッ
パ担当大臣がいくら歯ぎしりしてもフランスの産
業は西独の総合的産業構造に裏打ちされた技術競
争力とは太刀打ちできない。エアバス A-320の最
終組立ラインがハンブルグ郊外に建設されること
になったこともこうした傾向と無縁ではない。敗
戦国に許されなかった航空機産業の復活である。
強い西独のイメージが1993年1月のEC市場統合
を契機にコンピュータ産業分野においても次第に
声高に語られるようになった。西独企業人みずか
らもそのことを誇らしげに語り始めた。いわく、
コンピュータ技術では確かに一時期西独は日米に
対して遅れをとったかも知れない。しかし、いま
や彼我の差は急速に縮まっている。我々は将来に
自信をもっている、と。そして、旧東ドイツ圏内
でのIBMコンパチマシンとIBM-OSの過去の無料
使用についてIBM社として請求権を放棄するとい
う条件と引替に、ドイツIBM社がドイツ産業界の
リーダとしての地位とドイツ企業としての国籍取
得に成功し、1995年までにヨーロッパ技術開発プ
ロジェクトへの参加切符さえ手にしたのである。
ドイツの産業政策のしたたかさの前には理論好
きのフランス、政府貧乏の英国もまったく手も足
も出ない状況である。
このように、1990年代までの西独政府は、経済
省を中心にして、機会あるたびに、産業技術開発
への国家の直接介入はできるだけ避けるべきであ
り、研究インフラづくりと税制等の間接的手段で
研究助成を行うべきであると原則論を展開（1984
年当時から同じ原則論にたっている）してきたが、
同じ政府部内の研究技術省（BMFT）は、1980年代
の前半に、こうした原則不介入の産業技術政策の
例外として国家による技術開発支援策を取りまと
めていた。経済原則論の経済省とナショナル・イ
ンタレストのBMFTという構図である。これが、
後のEureka計画へと移行することになるドイツ
政府による技術開発支援の基本的枠組みを規定し
ていた。しかし、その内容は、（1）研究インフラ
構築、（2）産官学の交流、（3）企業の自主努力に期
待という、英仏にくらべかなり抑制の効いたもの
であり、Eureka計画同様、今後のアジア・太平
洋圏における産業技術協力スキームを考えていく
うえで重要な示唆をあたえている。
BMFTの政府開発支援の基本姿勢は、1991年に
発行された研究技術省の「情報処理技術の未来展
望」報告書によれば次のとおりだった。
（情報処理技術開発支援の原則）
情報処理技術分野における技術革新の特徴は、
新世代の技術、システム、ハードウェアの出現に
よってそれまでの学術的限界がつぎつぎに克服さ
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れ、予期されなかった応用分野が創造されること
にある。その革新サイクルが他の分野に比べ非常
に短いという特徴も挙げることができる。現在は
情報処理技術と通信技術の融合が急速に進展し新
しい応用の地平が開かれようとしている。
一国の確固たる科学・技術基盤の存立は、
（1）効率性の高い研究インフラストラクチュア
の構築
（2）産業界での旺盛な研究開発
といった産官学の研究主体が同時に相互に作用
しあう環境の構築の成否にかかっている。
産業は創造性のある革新技術を生産現場で利
用可能な先端技術に転換することによって発展す
る。学術界もこうした産業界の要請に応えられる
ようつねに気をくばっていなければならない。産
業上の製品革新と学術の進歩が一体となっている
このような分野では次世代技術をできるだけ早く
自由に使いこなせる環境を構築することが将来の
決定的な利益を約束することになる。
ここで言う「技術を自由に使いこなす。」とは、
メーカがその技術の基礎をしっかり理解しその技
術をさらに発展させ変化させることができること
を意味する。
市場経済体制においては研究から製品開発まで
すべて企業がみずから担当すべきである。国家の
任務は技術の発展段階を観察し適度な条件の大き
な枠組みを整え維持していくことにある。
しかしながら、情報処理技術の分野では必要な
基礎技術（次世代技術）を早期に確保しておくため
にいくつかの選ばれたテーマについては国家が直
接産業技術開発を援助すべきである（以上、ドイ
ツ政府研究技術省（BMFT）「情報処理技術の未来
展望」から引用）。
まとめ
情報処理・通信機器の世代交代が劇的に進展し
た1990年代に、EU単一市場統合への動きに加え
て、共産圏の崩壊によるEUの東方拡大というそ
れまで経験したことのない二つの政策課題にEU
主要メンバー国政府は直面していた。第二次大戦
後の長期間にわたって、EUメンバー国政府が国
家威信をかけて、米国との技術格差を縮め、自国
市場を守り、専門技術者を育成するために守り育
ててきたナショナル・フラグ・メーカーが、ダウ
ンサイジング化に対応しきれず、コモディティ化
したコンピュータの低価格化競争の前に経営破た
んを繰り返し、ついには、総合情報通信サービス
企業として再編再生した経緯をここに報告した。
そこには、国家安全保障政策から出発した欧州主
要国政府の情報処理・通信政策の蹉跌が浮かび上
がってくるが、同時に、EU標準化政策、情報コ
ンテンツ政策、世界貿易機構におけるサービス関
連協定（GATS、TRIPs、TBT協定など）の締結な
どによって、EU域内の総合情報通信サービス市
場をグローバリゼーションの波から守り通したと
いう大きな政策的成果が見えてくることを本報告
においてあわせて明らかにした。
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